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長崎大学長（医学博士）

齋藤
学長のプロフィール

http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/profile.html

（学会活動）

環境庁イタイイタイ病研究班長、日本衛生学会評

議員、日本公衆衛生学会評議員、日本疫学会評議

員、日本腎臓学会評議員、国立大学医学部長会議

常置委員会委員、衛生学公衆衛生学教育協議会世

話人、長崎県総合公衆衛生研究会長、社団法人国

立大学協会理事など

（主な著書）

「公衆衛生学」（講談社サイエンティフィック）、

「重金属と人間」（博友社）、「炭鉱閉山の島から

学んだこと」（高島町地域保健研究会）、「環境知

を育む」（税務経理協会）など。

学長緒言（環境報告書２００７の公表にあたって）

長崎大学が国立大学法人に移行して４年半が経過し、

この「環境報告書」の公表も３回目となります。その

間、本学では「環境配慮の方針」の策定と公表、また、

全学的委員会である「環境委員会」の設置など、長崎

大学の環境マネジメントシステムを運用する体制の構

築に努めてきました。

これらの取組みは、２００５年に施行された環境配慮促

進法によって加速されたことは間違いありませんが、

本学ではすでに、２００４年４月に公表した本学の中期目

標において“地域社会と一体化した大学となるために、

環境マネジメントシステムを構築する。”と、環境配

慮への基本姿勢を明確に示しました。

この目標は、１９９７年の環境科学部の設置、２００３年の

環境科学部の ISO１４００１の認証取得など、環境に対し

て配慮するこれまでの本学の取組みをさらに持続・発

展させる意志のさらなる集約にほかなりません。さら

にいえば、環境マネジメントシステムに導入された

Plan Do Check Action という PDCAサイクルは、法

人へ移行後の大学運営の基本となっており、もはや、

「環境マネジメントシステム」は、大学運営システム

と一体化して運用されるものとする本学の姿勢が、環

境配慮の方針のなかで実に明確です。

この「環境報告書」は、まさしく環境に配慮した大

学の活動状況の自己点検・評価報告書に他ならないわ

けです。しかしながら、毎年度、大学運営状況を自己

点検し報告する「実績報告書」とは、その報告対象が、

本学の構成員のみならず、一般社会に向けたものであ

るという点で、重要な意味を持っています。

本学では、「学生顧客主義」を掲げ、学長と学生の

懇談会を定期的に開催し、コミュニケーションをはか

るよう務めていますが、環境に対する高い問題意識を

持っている学生が数多くいることを知っています。ま

た、昨年度、長崎大学と長崎市の共同事業として始め

られた「長崎出島サイエンスカフェ」では、環境につ

いて市民の皆様と学びあい、環境に対する皆様の意識

の高さを痛感しました。

本学の環境に係る活動状況、環境負荷の状況など環

境に関する情報を正確に伝える、この「環境報告書」

こそは、ステークホルダーである学生や一般市民との

環境コミュニケーションを促進するための非常に有効

なツールとなりうるものであり、今後、積極的な活用

を進めていかなければならないと考えています。

２００８年９月
国立大学法人長崎大学長

学
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地球環境の保全と人間社会の持続的発展に寄与することは、長崎大学の社会的責務であるという認識に立ち、環

境科学部を擁する総合大学としての特徴を活かした環境保全に関する教育研究活動を推進するとともに、長崎大学

のすべての活動に伴う環境負荷の低減を図ることによって、社会からの要請に応えるため、次の基本方針を定める。

1 あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

2 多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

3 国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相互理解と情報の共有を推進する。

4 産学官連携による環境研究を推進し、その研究成果の社会への還元に努める。

5 環境保全等に関する知識・技術を発信し、地域との連携・コミュニケーションを推進する。

1 エネルギー使用量の抑制、廃棄物の削減、資源のリサイクル等を積極的に推進する。

2 環境関連法規、規制と学内規定等を順守する。

3 環境汚染を予防し、キャンパス内の環境の保全・改善を図る。

２００６年３月２３日 長崎大学長

齋藤

長崎大学環境配慮の方針

１．環境の保全に関する教育研究活動を推進する。

２．学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

３．大学運営システムの一部としての環境マネージメントシステムを構築し、
定期的に見直すことによって、継続的改善を図る。

４．環境配慮の方針及び環境配慮等の状況を、本学ホームページ上に公表する
ことによって、本学構成員に周知し環境配慮の意識向上を促すとともに、
社会への説明責任を徹底する。

長
崎
大
学
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境
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針
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長崎大学が誇る特色
中期目標期間（平成１６～１９事業年度）に係る業務の実績に関する
報告書・全体的な状況より引用

1 長崎大学は教育、研究の両面で世界のトップ

レベルを目指して、戦略的な教育研究企画を

推進し、教育・研究の更なる高度化、個性化

を図る。

2 「学生顧客主義」の標語の下、教養教育、学

部専門教育、大学院教育の充実を図って最高

水準の教育を提供するとともに、入学者選抜、

課外活動、就職などを含む学生生活の全般に

わたって支援体制を一段と強化する。

3 大学で創造する知的財産の適正な管理を行い、

知的財産と人的・物的資源を活用した地域連

携、産学官連携、国際的連携を通して教育・

研究成果の社会への還元を推進する。

4 不断に外部評価も含めた点検・評価を行い、

それを教育・研究の改善実施に直結できる体

制を整備し、かつ、その情報公開に努める。

5 教育研究組織、事務組織の見直しや情報の一

元的な管理体制を構築することにより業務の

高度化、効率化を図る。また、柔軟な管理運

営、人事、財務システムを導入して大学法人

の経営基盤を確立する。

（国立大学法人長崎大学中期目標（２００４年度～２００９年度）前文より）

1 活動概況

�．長崎大学の個性を発揮する研究の育成：
「熱帯病・感染症研究」と「放射線医療科学」は、

これまでの教育研究成果の蓄積の上に立って本学の研

究個性を発揮する代表的研究として位置付けられ、い

ずれも２１世紀COEプログラム、「熱帯病・新興感染

症の地球規模制御戦略拠点（平成１５年度採択）」と「放

射線医療科学国際コンソーシアム（平成１４年度採択）」

として採択された。これら２つの国際連携研究分野に、

東シナ海・有明海などの環境と資源の保全・回復を目

的とする「海洋環境生物資源研究」分野を加え、まず

３つの国際連携研究を、本学の重点研究分野として育

成していくことを骨子とする国際戦略を平成１６年度に

策定した。この国際戦略の下、３つの国際連携研究の

マネジメントに特化した「国際連携研究戦略本部」を

平成１７年度に創設し、国際連携研究の戦略体制並びに

外部資金の受入など業務運営・経費執行面の手続処理

の一元化を行う制度を構築した。更に、同本部に学長

管理の教授ポスト２名を配置したほか、有期雇用によ

る教職員を重点的に配置した。その成果として、ケニ

アとベトナムの２ヶ所に、本学が主宰・運営する本格

的（常駐型）海外感染症拠点を設置し、熱帯病・新興

感染症の国際連携研究を展開させることができた。こ

の５年間の実績を基盤に、感染症の制御・克服に向け

て、「熱帯病新興感染症の地球規模統合制御戦略（平

成２０年度グローバルCOEプログラムに申請）」を展

開する予定である。また、「放射線医療科学」につい

長崎大学の理念と基本目標

長崎大学は、これまで「長崎に根付く伝

統的文化を継承しつつ、豊かな心を育み、

地球の平和を支える科学を創造することに

よって、社会の調和的発展に貢献する」と

の理念に基づき高度の教育・研究活動を展

開してきた。新世紀初頭の国立大学法人へ

の移行を契機に、更なる教育・研究の高度

化と個性化を図り、アジアを含む地域社会

とともに歩みつつ、世界にとって不可欠な

「知の情報発信拠点」であり続けることを

宣言する。

この理念の達成に向けた基本目標として、

以下の５項目の最重点事項を掲げています。

これらの目標の達成に向けて、長崎大学は次の

ような特色ある取組を展開しています。

活
動
概
況
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ては、旧ソ連邦核汚染国との連携研究に加え、現職教

授をWHO本部（ジュネーブ）の環境・健康局放射線

プログラム専門科学官として派遣（２年間）するなど、

国際機関（WHO）等との連携も推進した。これらの

実績は高く評価され、「放射線健康リスク制御国際戦

略拠点」が平成１９年度グローバルCOEプログラムに

採択された。

「環東シナ海海洋資源研究」は、環東シナ海沿岸域

の環境と水産資源問題に、本学が中心となって日中韓

の関係研究機関と連携して取組み、海洋環境の保全と

回復を通して健全な生態系を維持し、持続的生物生産

の確保を目的としている。平成１７年度より「東アジア

河口域の環境と資源の保全・回復に関する研究調査

（文部科学省教育研究特別経費）」を開始し、日・中・

韓の海洋研究拠点大学との研究ネットワーク構築と研

究交流が実現した。更に、その一つ済州大学校（韓国）

に本学の交流推進室設置が実現するなど、環東シナ海

の海洋研究推進のための拠点活動を進めた。

このように、国際連携研究に関する高い実績を出し

た３つの研究課題をドライビングフォースとして、平

成１８年度には、特色ある研究１０課題（重点研究課題）

を選定し、平成１９年度には、学長裁量経費（重点研究

課題推進経費：６０，０００千円）による支援を実施した。

更に、本学次世代の教育研究を担う若手教員育成を目

指し「地方総合大学における若手人材育成戦略（平成

１９年度科学技術振興調整費採択課題）」を実施し、重

点研究課題にテニュア・トラック制度を導入し、国際

公募により、年俸制を適用する１２名の助教を採用・配

置した。

�．長崎大学の特徴を活かした教育研究組織の編成と
教育プログラムの提供：

「熱帯病・新興感染症研究」の成果を基盤に平成２０

年度から開設する「国際健康開発研究科（独立研究

科）」は、保健分野での国際協力活動に必須の資格で

ある「公衆衛生学修士（MPH）」の修得と、国際協力

の現場で即戦力となるプロフェッショナルな人材の育

成を目的としている。また、これに先行して平成１８年

度には、医歯薬学総合研究科では、講義を全て英語で

行う熱帯医学専攻（修士課程）を設置するとともに、

「国際的感染症研究者・専門医養成プログラム（平成

１７年度大学院GP採択）」を実施し、また「放射線医

療科学」では、ベラルーシ・ゴメリ医科大学との遠隔

教育を実施するなど、グローバルな教育プログラムの

展開を推進した。また、生産科学研究科では「海洋環

境生物資源研究」の成果を反映した「海洋環境・資源

の回復に寄与する研究者養成プログラム（平成１７年度

大学院GP）」を開始した。更に、長崎とオランダと

の交流の歴史と文化的な背景に基づき、平成１８年度か

らライデン大学と長崎歴史文化博物館の協力を得て、

特色ある国際的な教育プログラムである「現代『出島』

発の国際人育成と長崎蘭学事始（平成１８年度現代GP

採択）」開始するなど、平成１９年度までに合計１３課題

の特色ある教育プログラム（GP）の選定を受けた。

�．学生が主体的に学ぶことを促す教育学習支援体制
の充実と基盤環境整備：

全学生を対象とした「学生生活調査」の結果（回収

率８５％）や、「学長と学生の懇談会」における学生の

要望に応える支援方策を実施した。例えば、「図書館

開館時間の延長」並びに「附属図書館や保健学科図書

室等の学習環境基盤整備」は、学長主導の下に強力に

推進され、附属図書館の入館者が平成１９年度５４万人と

法人化前より１０万人の増加となるなど、学生の学習

ニーズを反映した利用促進と環境整備の効果が現れ始

めた。このような学習環境基盤整備等の予算は、平成

１９年度は３４３百万円であり、法人化初年度（平成１６年

度）比８０％の増となっている。

�．長崎大学がもつ知的資産の積極的発信と社会への
還元：

本学で生産された学術研究成果を電子媒体として登

録・保存し、広く世界中の研究者に発信するための

データベースとして「長崎大学学術研究成果リボジト

リ（NAOSITE）」と「幕末・明治期日本古写真データ

ベース」を構築した。NAOSITE には、現在、本学の

学術研究成果１万件以上が登録され、２００８年１月の世

界の学術機関リポジトリランキングで、国内第８位、

世界第１７０位にランクされた。一方、「幕末・明治期日

本古写真データベース」は、附属図書館が整備し、イ

ンターネット上に公開したもので、これまでの累積ア

クセス件数は１３０万件を超えた。また、平成１９年度に

新たに入手した古写真「ボードインコレクション

（Bauduin Collection）」８３３点のデータベースへの追

加が決定している。更に、地球環境問題を考える上で

有用な「ガラパゴス諸島画像」１，３００枚をデータベー

ス化して公開した。

年４回発行の広報誌「CHOHO」では、「来たれ、

活
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未来の工学人」「ケニアの空の下で」等、本学の特色

ある取組を特集として取り上げ、図や写真を交えて分

かり易く解説した記事により情報発信した。また、本

学ホームページでは、学内の様々な活動をタイムリー

かつ視覚的に発信した。一方、平成１９年度から長崎市

との共催で、史跡「出島」内に「長崎出島サイエンス

カフェ」を開き、本学がもつ知的資産を題材に市民と

の交流を深める試みも開始した。

一方、知的資産の社会への還元については、法人化

と同時に発足した知的財産本部と長崎 TLOが連携し

て推進した。また、共同研究及び起業支援のために立

ち上げた「産学官連携機構」が、平成１９年度に長崎市

出島地区に設置されたインキュベーション施設を拠点

とする、工学部テクノエイド教育研究センターと県内

企業８社による「斜面地に居住する高齢者の生活環境

の改善」に向けた医工連携活動を支援した。

�上記の数値の詳細は、平成１９年度長崎大学概要をご覧ください。
http://www.nagasaki-u.ac.jp/guidance/gaiyo/h19/h19gaiyo.html

役員・職員数 平成１９年５月１日

学生数 平成１９年５月１日

大学院（現員数）

修士・博士前期課程 博士・博士後期課程

１年次２年次 計 １年次２年次３年次４年次 計

４３０ ４０５ ８３５ １４７ １３１ １７６ ２１３ ６６７

学部（現員数）

１年次 ２年次 ３年次 ４年次 ５年次 ６年次 計

１，７０５ １，７２３ １，８０６ ２，２４１ １５８ １４１ ７，７７４

役員・職員数

役員 教育職員
その他
の職員 合計

学長 理事 監事 教授 准
教授 講師 助教 助手 教諭 計

１５（１）１（１）３１４２５０１０５３２１ １０ ８９１，０８９１，３４７２，４４３

※理事（１）、監事（１）は、非常勤役員で外数

活
動
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機　構　図�

（平成19年4月1日）�

総務課�

企画課�

人事企画課�

人事管理課�

学術国際課�

留学生課�

財務課�

経理課�

調達課�

教育支援課�

学生支援課�

入試課�

施設企画課�

施設整備課�

環境整備課�

情報企画課�

学術情報管理課�

学術情報サービス課�

�

附属教育実践総合センター�

附属小学校�

附属中学校�

附属特別支援学校�

附属幼稚園�

医学研究科（平成１４年度から募集停止）�

附属練習船鶴洋丸�

附属練習船長崎丸�

附属原爆後障害医療研究施設�

附属薬用植物園�

附属熱帯性病原体感染動物実験施設�

附属熱帯感染症研究センター�

医学分館�

経済学部分館�

保健管理センター�

先導生命科学研究支援センター�

情報メディア基盤センター�

共同研究交流センター�

生涯学習教育研究センター�

留学生センター�

大学教育機能開発センター�

アドミッションセンター�

環東シナ海海洋環境資源研究センター�

心の教育総合支援センター（平成１７年度から平成１９年度まで設置）�

医学部・歯学部附属病院�

計画・評価本部�

国際連携研究戦略本部�

知的財産本部�

監査室�

経営企画課�

総務課�

調達管理課�

医事課�

患者サービス課�

総務課�

学術協力課�

歯学系事務室�

薬学系事務室�

総務部�

�

�

�

研究国際部�

�

財務部�

�

�

学生支援部�

�

�

施設部�

�

�

学術情報部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

事務部�

学 長 選 考 会 議 �

事 務 局 �

教 育 学 部 �

経 済 学 部 �

水 産 学 部 �

生産科学研究科�

熱帯医学研究所�

医歯薬学総合研究科�

環境科学部�

附属図書館�

医 学 部 �

歯 学 部 �

薬 学 部 �

工 学 部 �

教育学研究科�

経済学研究科�

学 長 �

役 員 会 �

理事（6）�

経 営 協 議 会 �

教育研究評議会�

監事（2）�
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N

長�

崎�

本�

線�

1

2

3 4
5
6
7

9

8

10

佐世保市�
Sasebo City

佐世保線�
Sasebo Line
早岐�
Haiki

長崎空港�
Nagasaki Airport

時津�
Togitsu

長崎市�
Nagasaki City

Nagasaki Peninsula野母�
Nomo

長�
崎�

半�
島�

大村市�

嬉野�
Ureshino

Omura Line

Omura City

佐　賀　県�
Saga Prefecture

諫早市�
Isahaya City

千々石湾�
Chiziwa Bay

小浜�
Obama

加津佐�
Kazusa

礫石原�
Kureishibaru

島原鉄道�
Shimabara Railway

島原市�
Shimabara�
City

雲仙国立公園�
Unzen National Park

大 村 湾 �
Omura Bay

西 彼 杵 半 島 �
Nishisonogi Peninsula

大�

村�

線�

●１ 臨海研修所
Seaside Training Center

●２ 環東シナ海海洋環境資源研究センター
Institute for East China Sea Research

●３ 教育学部附属特別支援学校
School for Children with Special Education Needs

●４ 教育学部附属小学校、附属中学校、附属幼稚園
Elementary School・Lower Secondary School・Kindergarten

●５ 国際連携研究戦略本部、知的財産本部、
事務局、教育学部、附属教育実践総合センター、
薬学部、工学部、環境科学部、水産学部、
附属図書館（中央図書館）、生産科学研究科、
医歯薬学総合研究科（薬学系）、附属薬用植物園、
保健管理センター、情報メディア基盤センター、
共同研究交流センター、生涯学習教育研究センター、
留学生センター、大学教育機能開発センター、
アドミッションセンター、心の教育総合支援センター
Center for International Collaborative Research, Intellectual
Property Center, Administration Breau, Faculty of Education,
Center for Education Research and Training, School of Pharma-
ceutical Sciences, Faculty of Engineering, Faculty of Environ-
mental Studies, Faculty of Fisheries, Main Library, Graduate
School of Science and Technology, Graduate School of Bio-
medical Sciences (Pharmaceutical Sciences), Medicinal Plant
Garden, Health Center, Information Media Center, Joint Re-
search Center, Education and Research Center for Life-long
Learning, International Student Center, Research and Develop-
ment Center for Higher Education, Admission Center, Center for
Total Human Education and Child Welfare

●６ 医学部（医学科）、熱帯医学研究所、
附属熱帯性病原体感染動物実験施設、
附属熱帯感染症研究センター、
医歯薬学総合研究科（医学系）、
附属原爆後障害医療研究施設、
先導生命科学研究支援センター、
附属図書館（医学分館）、
国際連携研究戦略本部
School of Medicine (School of Medical Sciences)
Institute of Tropical Medicine
Animal Research Center for Tropical Infections
Research Center for Tropical Infectious Diseases
Graduate School of Biomedical Sciences (Medicine)
Atomic Bomb Disease Institute
Center for Frontier Life Sciences
Medical Library
Center for International Collaborative Research

●７ 医学部・歯学部附属病院、歯学部、
医歯薬学総合研究科（歯学系・保健学）、医学部（保
健学科）
University Hospital of Medicine and Dentistry, School of Dentistry
Graduate School of Biomedical Sciences (Dentistry・Health Sci-
ences)
School of Medicine (School of Health Sciences)

●８ 経済学部、附属図書館（経済学部分館）
Faculty of Economics, Economics Branch Library

●９ 医歯薬学総合研究科附属薬用植物園
Medicinal Plant Garden, Graduate School of Biomedical Sciences

●１０ 九州地区国立大学島原共同研修センター
Shimabara Training Center

●長 崎 県 Nagasaki Prefecture

長崎大学位置図 Location Map 活
動
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況
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△�
金比羅山�
Mt. Konpira

長崎駅�
Nagasaki�
Station

長崎駅�
Nagasaki�
Station

石橋�
Ishibashi

至茂木�
To Mogi

思案橋�
Shianbashi

諏訪神社前�
Suwa Shrine Mae

至諫早�
To Isahaya蛍茶屋�

Hotarujaya

至戸町�
To Tomachi

長　　崎　　港�
Nagasaki Port

長与�
Nagayo

至時津�
To Togitsu

1

23

4

67

5

Municipal�Municipal�
GovernmentGovernment
Municipal�
Government

市役所�

●長 崎 市 Nagasaki City

●１ 経済学部、附属図書館（経済学部分館）

Faculty of Economics, Economics Branch Library

●２ 医学部・歯学部附属病院、歯学部、

医歯薬学総合研究科（歯学系・保健学）、医学部（保

健学科）

University Hospital of Medicine and Dentistry, School of Den-
tistry, Graduate School of Biomedical Sciences (Dentistry・
Health Sciences), School of Medicine (School of Health Sci-
ences)

●３ 医学部（医学科）、熱帯医学研究所、

附属熱帯性病原体感染動物実験施設、

附属熱帯感染症研究センター、

医歯薬学総合研究科（医学系）、

附属原爆後障害医療研究施設、

先導生命科学研究支援センター、

附属図書館（医学分館）

国際連携研究戦略本部

School of Medicine (School of Medical Sciences)
Institute of Tropical Medicine
Animal Research Center for Tropical Infections
Research Center for Tropical Infectious Diseases
Graduate School of Biomedical Sciences (Medicine)
Atomic Bomb Disease Institute
Center for Frontier Life Sciences
Medical Library
Center for International Collaborative Research

●４ 国際連携研究戦略本部、知的財産本部、

事務局、教育学部、附属教育実践総合センター、

薬学部、工学部、環境科学部、水産学部、

附属図書館、生産科学研究科、

医歯薬学総合研究科（薬学系）、附属薬用植物園、

保健管理センター、情報メディア基盤センター、

共同研究交流センター、生涯学習教育研究センター、

留学生センター、大学教育機能開発センター、

アドミッションセンター、心の教育総合支援センター

Center for International Collaborative Research, Intellectual
Property Center, Administration Bureau, Faculty of Education,
Center for Education Research and Training, School of Pharma-
ceutical Sciences, Faculty of Engineering, Faculty of Environ-
mental Studies, Faculty of Fisheries, Main Library, Graduate
School of Science and Technology, Graduate School of Bio-
medical Sciences (Pharmaceutical Sciences), Medicinal Plant
Garden, Health Center, Information Media Center, Joint Re-
search Center, Education and Research Center for Life-long
Learning, International Student Center, Research and Develop-
ment Center for Higher Education, Admission Center, Center for
Total Human Education and Child Welfare

●５ 附属小学校、附属中学校、附属幼稚園

Elementary School・Lower Secondary School・Kindergarten

●６ 国際交流会館

International House

●７ 附属特別支援学校

School for Children with Special Education Needs

活
動
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は、平成１９事業年度に係る実務の実績に関する報告書に記載された事項

2 環境配慮の計画と実績の要約

環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成１９年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成１９年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

１．環境の保全に関する教育研究活動を推進する。

環境教育活動

1 あらゆる専門分野
から環境問題への
教育研究を進め、
環境配慮に貢献で
きる人材を育成す
る。

○教育内容の学際化、高度化及び国際
化を推進し、また、安全、環境及び
倫理等の内容を含む多様な授業科目
を充実させる。

○全学教育において「防災科学」「環境と文化」等の環境
に関する科目を実施した。

○教育学部
・学部３年次生（学校教育教員養成課程は選択科目、情報
文化教育課程は必修科目）を対象とした「環境教育」の
授業、学部２年次生（必修科目「総合演習」の中の１テー
マ）を対象とした「環境教育演習」の授業を実施した。

○環境科学部
・本来的な業務として、環境教育を継続的に実施中である。
・環境科学部の講義「環境マネジメント論」受講者を中心
に、学部および地域の環境活動を積極的に行っている。

○熱帯医学研究所
・世界保健ニーズに応える医薬品研究開発ディプロマコー
ス（Diploma Course on Research & Development of
Products to Meet Public Health Needs）の開催

・熱帯医学研修課程の実施
・熱帯医学修士課程の実施
○附属学校園
・附属中学校では、公民、地理、英語、保健体育の科目で、
環境問題を扱った。また、「学問探究」という教育活動
の中でも、環境問題を扱った。

○共同研究交流センター
・大学から排出される実験廃液の管理状況の理解を促すた
め、工学部応用化学科の学生を対象に実験廃液処理施設
の見学会を実施した。

・共同研究交流センターの機器利用者を対象に、環境配慮
に係わる諸注意を含む機器利用者講習会を開催した。

・「環境と安全に関する手引き」を改訂した。

環境研究活動

2 多様な専門分野が
連携した環境研究
を遂行する。

○新たな学術協定締結大学（校）を中
核とし、日本－台湾－韓国－中国を
結ぶ環境学研究教育の交流ネット
ワーク形成を推進する。

○環境学研究の交流ネットワーク形成のため、淡江大学（台
湾）、江原大学校（韓国）に続き、本年度は吉林大学（中
国）との学術交流協定締結を行った。

○環東シナ海海洋環境資源研究セン
ターを国内外の海洋・水産研究機関
との共同研究推進基地として活用す
る。

○上海水産大学（平成２０年５月上海海洋大学に改称）と新
たに学術交流協定を締結し、平成２０年度に同大学に長崎
大学の交流推進室を設置することとした。また、東シナ
海の水産・海洋科学に関する国際ワークショップを行い、
国内外の関係研究機関との連携を強化した。

○実践的環境教育研究の実施拠点施設
として雲仙Ｅキャンレジ（ECOL-
OGY CAMPUS VILLAGE）の整備
に着手する。

○環境科学部と長崎県環境部及び雲仙市の連携・協力に関
する協定書を締結、併せて、雲仙Ｅキャンレッジ推進協
議会を設置し、雲仙市に教育研究施設を確保した。

○「長崎大学エネルギー環境教育研究会」の活動
・教育学部、環境科学部、工学部と外部の関連機関が連携
して長崎大学エネルギー環境教育研究会を設立し、学校
を中心とした教育研究活動が開始された。

環
境
配
慮
の
計
画
と
実
績
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要
約
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成１９年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成１９年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

○個別研究事例
（工学部）
・工学部情報システム工学科において、環境に関する委託
研究を行った。

（環境科学部）
・韓国の全南大学との学術交流および共同研究
（水産学部／環東シナ海海洋環境資源研究センター）
・連携融合事業を通して、西海区水産研究所、長崎県、韓
国海洋研究院などと海洋環境の保全に関する研究を推進
した。

国際連携活動

3 国際的環境研究・
教育への協力、環
境問題の相互理解
と情報の共有を推
進する。

○済州大学校に設置した長崎大学―済
州大学校交流推進室を活用し、済州
大学校との研究交流を推進する。

○済州大学校と赤潮・環境ホルモンなどの研究の交流を長
崎大学―済州大学校交流推進室（済州大学校内）を活用
して推進した。

○水産学部と環東シナ海海洋環境資源
研究センターでは、連携融合事業の
第２の拠点として上海水産大学（中
国）に交流推進室を設置する。

○上海水産大学（平成２０年５月に上海海洋大学に改称）と
の間に学術交流協定を締結し、学生交流の覚書の締結に
向け準備を進め、更に、共同研究を開始し、平成２０年度
に同大学に長崎大学の交流推進室を設置することとした。

○「ガラパゴス諸島植物生態画像データベース」の構築と
公開

○大洋州諸国の予防接種事業における廃棄物処理に関する
活動

産学官連携活動

4 産学官連携による
環境研究を推進し、
その研究成果の社
会への還元に努め
る。

○「TDK寄付講座エネルギーエレクトロニクス学講座」
の設置決定

○「グリストラップ浄化用システム及び資材の開発」
○長崎出島サイエンスカフェ
－長崎市中央公民館との共催－

地域連携活動

5 環境保全等に関す
る知識・技術を発
信し、地域との連
携・コミュニケー
ションを推進する。

○環境教育研究における地域連携の
コーディネートセクションとして、
環境教育・研究マネージメントセン
ターを開設する。

○環境科学部に環境教育研究マネジメントセンター（ER-
MAC）を設置し、雲仙Eキャンレッジプログラムを具
体化した。

○環境科学部１０周年記念事業の実施
・環境科学会２００７年会開催
・市民公開講演会の開催
・記念講演会の開催
・環境科学部創立１０周年記念式典・祝賀会の開催
○九州地区国立大学連携事業―防災・環境ネットワークシ
ンポジウム２００７・イン・ナガサキを開催

○第３回長崎大学環東シナ海海洋環境資源研究センター市
民講演会“危機遺産ガラパゴスの昔と今”を開催

○長崎大学エネルギー環境教育研究会の地域連携活動
○サイエンスワールド in 佐世保
○出前講義
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成１９年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成１９年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

○共同研究集会の開催
「リモートセンシングおよびGISを用いた社会環境要
因に帰する感染症対策への適用研究」
熱帯医学研究所では、全国共同利用研究所として、所

外の教員及び研究者と本研究所の教員による研究討論集
会を行っており、専門分野の研究者のみならず、一般市
民にも最先端の研究内容を分かりやすく情報発信してい
る。その一例として、「リモートセンシングおよびGIS
を用いた社会環境要因に帰する感染症対策への適用研
究」というテーマで開催した共同研究集会を紹介する。

○電力の有効利用
年末年始のイルミネーション点灯

２．学内におけるすべての活動に伴う環境への負荷を低減する。

1 エネルギー使用量
の抑制、廃棄物の
削減、資源のリサ
イクル等を積極的
に推進する。

○情報のデータベース化と既存書類の
電子化に関する行動計画に基づき、
情報のデータベース化と既存書類の
電子化を含むペーパーレス化を更に
推進する。

○業務の見直し及び効率化に関する行
動計画に基づき、光熱水料等管理費
の更なる低減を進める。

○エネルギー使用量の公開やポスター
等により省エネルギーを推進し、温
室効果ガスの削減への意識啓発を引
き続き図る。

○会計実務研修等の研修資料についてデータベース化し、
学内向けホームページから閲覧・印刷可能とした。また
調達業務における業者への入札説明書の交付を紙媒体か
ら電子媒体へ移行し、約１５，０００枚のぺーパーレス化を推
進した。

○新聞等の定期刊行物の精選及び数量の見直しを行い、約
５２０千円の経費を削減するともに、支払回数の見直しな
ど事務手続きの効率化及び経費の節減を図った。

○学内ホームページや環境報告書で過去３年間のエネル
ギー使用量を公開した。

○本学における全部局等が構成員となるエネルギー管理体
制を定め、一層の省エネルギーを推進することとした。
更に、省エネポスター等の掲示を行うなど引き続き温室
効果ガスの削減への意識啓発を図った。

○冷暖房中の室温調整
○クールビズ、ウォームビズの推進
○省エネ機器の導入
○センサー付照明器具の導入
○節電・節水
○屋上緑化の推進
○コピー用紙の削減
○リサイクルトナーカートリッジの促進
○グリーン購入法適合商品の購入

2 環境関連法規、規
制と学内規定等を
順守する。

○核燃料物質、RI、毒劇物及び病原体
等の使用状況等の検証及び「PRTR
法」への対応を継続する。

○医学部・歯学部附属病院のRI 施設については、登録検
査機関による法令に基づく施設定期検査を受検し、施設
の健全性の確認を受けた。

○核燃料物質及びRI について、受払簿等により管理する
とともに定期的検証を行い、全学の放射性同位元素等安
全管理委員会において報告した。

○「PRTR法」については、共同研究交流センター環境安
全マネージメント部門が対応し、調査結果はホームペー
ジ及び「環境報告書」に公表した。

3 環境汚染を予防し、
キャンパス内の環
境の保全・改善を
図る。

○平成１８年度に決定した文教キャンパ
ス全面禁煙の徹底を通じて環境配慮
を進める。

○全てのキャンパスにおいて全面禁煙とし、教職員及び学
生に対して所定の場所以外での禁煙啓発活動を実施した。

○「キャンパス美化週間」を設定して、
学生と教職員が一体となった取組を
行うことにより環境の改善と美化意
識の醸成を図る。

○学生・職員が参加する学内美化期間を設定して、環境の
改善と美化意識の醸成に務めた。
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環境配慮の方針
項 目

長崎大学平成１９年度年度計画
（環境配慮に係る項目）

平成１９年度実績概要
（環境配慮に係る項目）

○経済学部土地の一部譲渡に伴う都市
計画道路工事後の片淵キャンパスの
緑化保全等を担保し、良好なキャン
パス環境の確保を図る。

○長崎市の道路工事進捗状況に合わせて片淵キャンパスの
環境整備等を進めた。

３．大学運営システ
ムの一部としての
環境マネジメント
システムを構築し、
定期的に見直すこ
とによって、継続
的改善を図る。

○全学委員会である環境委員会を中心
に、環境マネージメントシステムを
運用することによって、環境配慮の
方針に基づいた取組を推進するとと
もに「環境報告書２００６」を公表する。
なお、システムの運用にあたっては、
共同研究交流センター環境安全マ
ネージメント部門及び環境科学部が
支援を行う。

○全部局の委員から構成される環境委員会を中心に、共同
研究交流センター環境安全マネージメント部門及び環境
科学部の支援の下、環境配慮の方針の実現に向けた取組
を推進した。特に、省エネルギー、温室効果ガスの削減
は、最も重要な取組と位置づけ、エネルギーの使用の合
理化に関する規程を制定する等、エネルギーの使用の節
減及びエネルギーの有効な利用を組織的に進めた。
また、平成１８年度の環境に配慮した取組については「環

境報告書２００６」にまとめ、本学ホームページおよび冊子
により情報を発信した。

４．環境配慮の方針
及び環境配慮等の
状況を、本学ホー
ムページ上に公表
することによって、
本学構成員に周知
し環境配慮の意識
向上を促すととも
に、社会への説明
責任を徹底する。
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環境配慮の取組の経緯

１９９７年１０月 長崎大学環境科学部は国立大学において
最初の文理融合学部として発足

２００２年４月 大学院環境科学研究科発足

２００３年３月 環境科学部 ISO１４００１認証取得

２００４年３月 環境保全センターが中心となって、学内
共同利用６施設が ISO１４００１を認証を取
得

２００４年４月 大学院環境科学研究科を大学院生産科学
研究科（博士前期・後期課程）へ移行

２００４年１２月 地域共同研究センター、機器分析セン
ター、環境保全センターの機能を統合し、
「共同研究交流センター」を新設

２００５年４月 学長を中心として、環境配慮促進法の理
解を進め、長崎大学としての対応を、継
続して協議する。

２００５年７月 全学での環境配慮促進法に対する共通認
識と全構成員の協力を得るため、連絡調
整会議の場において、説明を行う。

２００５年１０月 計画・評価本部会議において、長崎大学
の環境マネジメントシステムについて協
議し、計画・評価本部内に、「環境専門
部」を設置し、体制の整備を進めること
を決定する。

２００５年１１月 第２３回教育研究評議会において、計画・
評価本部規則の一部改正（「環境専門部」
の設置）について審議し、了承される。

２００５年１１月 長崎大学計画・評価本部規則の一部を改
正する規則（平成１７年１１月２５日規則第４３
号）の制定

２００５年１２月 計画・評価本部環境専門部が発足し、第
１回計画・評価本部環境専門部会議を開
催する。（議題：長崎大学年度計画・環
境配慮の方針、環境マネジメントシステ
ムについて）

２００６年２月 第２回計画・評価本部環境専門部会議を
開催し、環境配慮の方針・環境マネジメ
ントシステム推進のための組織体制等に
ついて協議する。

２００６年３月 計画・評価本部会議において、長崎大学
環境配慮の方針（案）を審議し了承され
る。

第２７回教育研究評議会において、長崎大
学環境配慮の方針（案）を審議し了承さ
れる。

環境配慮の方針の制定 （３月２３日）

環境配慮の方針の公表 （３月２８日）

２００６年６月 平成１８年度第１回計画・評価本部環境専
門部会において、長崎大学環境委員会に
ついて協議される。

２００６年９月 連絡調整会議及び第３５回教育研究評議会
において環境報告書原案が報告される。

２００６年９月 環境報告書２００５Webによる公表

２００６年１０月 第３６回教育研究評議会において長崎大学
環境委員会について審議、了承される。

２００７年１月 計画・評価本部環境専門部において平成
１９年度計画（環境関係）について協議さ
れ了承される。

２００７年３月 第１回環境委員会を開催する。（議題：
環境配慮促進法への対応の経過と今後の
予定、環境報告書作成に係るデータ収集
について）

２００７年４月 ２００４年３月に取得した ISO１４００１を学内
共同利用４施設が更新した。

２００７年５月 第２回環境委員会開催
議題１：環境配慮に係る平成１８年度実績

について
議題２：環境配慮に係る平成１９年度計画

について

２００７年９月 第３回環境委員会開催
議題：２００６年度環境報告書について

２００７年９月 環境報告書２００６公表
２００７年１０月 第２２回経営協議会において環境報告書

２００６について報告される。

２００７年１０月 第４回環境委員会開催
議題１：２００６年度環境報告書について
議題２：長崎大学エネルギーの使用の合

理化に関する規程の制定につい
て

議題３：長崎大学環境委員会規則の一部
改正について

２００７年１１月 第８６回役員会において「長崎大学エネル
ギーの使用の合理化に関する規程の制
定」及び「長崎大学環境委員会規則の一
部改正」について審議し、了承される。

２００７年１１月 第４０回連絡調整会議において「長崎大学
エネルギーの使用の合理化に関する規程
の制定」及び「長崎大学環境委員会規則
の一部改正」について報告される。

3 環境マネジメントシステム
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長崎大学環境マネジメントシステム�

大学運営方針�

年
度
実
績
報
告
書�

中
期
目
標
・
中
期
計
画
・
年
度
計
画�

Action（見直しと改善）�

◆環境マネジメントシステム�
の見直しと継続的改善�

Check（結果の点検）�

◆活動実績の点検と評価�

Plan （計画の立案）�

◆環境配慮の方針を実現するための�
具体的計画の立案�

Do （計画の実行）�

◆環境配慮の方針を実現するため�
の取組み�

環境配慮の方針�

環境コミュニケーション�

環境報告書�

長崎大学は、１９９７年、当時の国立大学の中で最初に

文理融合型の教育と研究を行う環境科学部を設立しま

した。次いで、２００２年に、大学院環境科学研究科が発

足し、さらに、２００４年には、大学院生産科学研究科（博

士前期・後期課程）へ移行することによって、環境科

学の教育・研究体制の充実に努めてきました。また、

環境科学部では、２００３年３月には、環境マネジメント

システムの国際規格である「ISO１４００１」を認証取得

するなど、早くから、環境に配慮した教育研究活動を

継続して行っています。

さらに、２００４年３月には、長崎大学環境保全センター

（現在、共同研究交流センター・環境安全マネージメ

ント部門）を中心に、６つの学内共同研究施設が一体

となって、「ISO１４００１」認証を取得しました。このよ

うに、長崎大学は、現在まで、総合的に地球環境問題

を捉え、積極的な教育研究を進めることによって、環

境に配慮する姿勢を示してきました。

２００５年（平成１７年）３月に、国立大学法人長崎大学

は、「環境情報の提供の促進等による特定事業者等の

環境に配慮した事業活動の促進に関する法律（環境配

慮促進法）」における特定事業所の指定を受けたこと

によって、平成１７年度からの環境報告書の公表が義務

づけられました。すでに、長崎大学中期目標には、「環

境マネジメントシステム」を構築すると謳っており、

環境配慮促進法の制定によって、この中期目標の達成

をより明確に、より早急に行う必要が生じました。そ

こでまず、本学の計画と評価を担当する計画評価本部

に置かれた８つの専門部に、新たに、環境専門部を加

えた体制によって、大学全体の環境配慮の方針の策定、

環境マネジメントシステムの基盤作りを進めました。

環境専門部で作案された長崎大学環境配慮の方針原

案については、学長を本部長とする計画・評価本部会

議で審議・了承されたのち、平成１８年３月２２日の教育

研究評議会で、審議・了承され、ホームページ上に、

公表されています。また、環境配慮の方針を具体的に

実現する全学的組織体制の中枢となる環境委員会に関

しても、平成１８年度中にその原案が策定され、平成１９

年度には、全学委員会として設置することとなりまし

た。このことによって、環境配慮の取組みの組織体制

が整備されたことになりますが、今後、長崎大学の環

境マネジメントシステムをより確実なものにするため

に、すでに、ISO１４０００１を認証取得した２つのサイト

（環境科学部と共同研究交流センター環境安全マネー

ジメント部門を中心とする４つの学内共同利用施設）

が、大きな力となることが期待されています。
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平成18年10月設置�

平成17年12月設置�

最高責任者（学長）�

環境委員会�
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ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門�

環
境
科
学
部�

I
S
O
1
4
0
0
1
認
証
取
得
に
よ
る
支
援
部
局
�

・教育学部�
・経済学部�
・医学部�
・歯学部�
・薬学部�
・工学部�
・環境科学部�
・水産学部�
・教育学研究科�
・経済学研究科�
・生産科学研究科�
・医歯薬学総合研究科�
・熱帯医学研究所�

・附属図書館�
・医学部・歯学部附属病院�
・保健管理センター�
・先導生命科学研究支援センター�
・情報メディア基盤センター�
・共同研究交流センター�
・生涯学習教育研究センター�
・留学生センター�
・大学教育機能開発センター�
・アドミッションセンター�
・環東シナ海海洋環境資源研究センター�
・附属学校園協議会�
・事務局�

長崎大学における環境マネジメントの組織体制� 環
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長崎大学環境委員会規則

平成１８年１０月２７日
規則第４２号

（趣旨）
第１条 この規則は、国立大学法人長崎大学基本規則（平成１６年規則第１号）第２９条第２項の規定に基づき、
長崎大学（以下「本学」という。）における環境に配慮した教育研究活動等の促進を審議するため、本学に設
置する長崎大学環境委員会（以下「委員会」という。）の組織、運営等に関し必要な事項を定めるものとする。
（審議事項）
第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議する。
� 環境マネージメントシステムの推進に関する事項
� 環境に関する教育・訓練に関する事項
� 環境コミュニケーションに関する事項
� 環境報告書に関する事項
� 省エネルギー対策等に関する事項
（組織）
第３条 委員会は、次に掲げる委員をもって組織する。この場合において、第３号から第５号までに掲げる委
員にあっては環境に関する教育又は研究を行う者に限る。ただし、該当者がない場合は環境に関する業務を行
う者とする。
� 学長が指名する理事
� 学長が指名する副学長又は学長補佐
� 各学部、生産科学研究科、医歯薬学総合研究科、熱帯医学研究所、医学部・歯学部附属病院及び附属図書

館から選出された者 各１人
� 附属学校園協議会から選出された者 １人
� 保健管理センター及び学内共同教育研究施設の代表者 １人
� 共同研究交流センター環境安全マネージメント部門長
� 総務部長、財務部長及び施設部長
� その他学長が必要と認めた者
２ 委員は、学長が任命する。
（任期）
第４条 前条第１項第８号の委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
（委員長及び副委員長）
第５条 委員会に委員長を置き、第３条第１項第１号の委員をもって充てる。
２ 委員長は、会議を招集し、その議長となる。
３ 委員会に副委員長を置き、委員長の指名する委員をもって充てる。
４ 副委員長は、委員長を助け、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。
（会議）
第６条 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開くことができない。
２ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。
（意見の聴取）
第７条 委員長が必要と認めたときは、委員会に委員以外の者を出席させ、意見を聴取することができる。
（関係職員の出席）
第８条 委員長は、必要に応じ、委員会に関係職員を出席させることができる。
（専門部会）
第９条 委員会に、必要に応じ、特定の事項について専門的に調査・検討させるため、専門部会を置くことが
できる。
２ 専門部会の任務、組織、運営等に関し必要な事項は、別に定める。
（事務）
第１０条 委員会の事務は、施設部施設企画課において処理する。
（補則）
第１１条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営等に関し必要な事項は、別に定めることができる。
附 則
１ この規則は、平成１８年１１月１日から施行する。
２ この規則の施行後最初に任命される第３条第１項第８号の委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平
成２０年９月３０日までとする。
附 則（平成１９年１１月１３日規則第３３号）
この規則は、平成１９年１１月１３日から施行する。
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環境政策�
講座�

1名�

文化環境�
講座�

1名�

環境設計�
講座�

1名�

自然環境�
保全講座�

1名�

大学院生・�
学生�

各1名�

トップマネジメント�
（学部長）�

環境管理責任者�
（運営委員会委員長）�

内部監査チーム� ISO14001運営委員会及び事務局�

事務部�

1名�

環境管理責任者�

環境管理委員会� 内部環境監査部門�

最高管理責任者�
（環境安全マネージメント部門長）�

事務局�
（環境安全マネージメント部門）�

環
境
安
全
マ
ネ
ー
ジ
メ
ン
ト
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
）�

産
学
連
携
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
）�

先
端
科
学
研
究
支
援
部
門�

（
共
同
研
究
交
流
セ
ン
タ
ー
）�

大
学
教
育
機
能
開
発
セ
ン
タ
ー�

長崎大学環境科学部（支援部局）における環境マネジメント体制

２００３年３月「ISO１４００１」認証を取得

共同研究交流センター・環境安全マネージメント部門（支援部局）における環境マネジメント体制

２００４年３月「ISO１４００１」認証を取得
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あらゆる専門分野から環境問題への教育研究を進め、環境配慮に貢献できる人材を育成する。

教育内容の学際化、高度化及び国際化を推進し、また、安全、環境及び倫理等の内容を含む多様な
授業科目を充実させる。

◆全学教育
長崎大学では、非常に多くの環境関連講義課目が開講されています。その中から全学教育（教養教育）におけ

る授業課目のシラバスの一部を以下の表にまとめて紹介します。
さらに、他の学部等における平成２０年度を含めた授業科目の内容は、各学部等のホームページ上のシラバスで

知ることができます。
なお、シラバスに掲載された参考図書・文献等は、附属図書館に備え付けることとしています。

4 環境の保全に関する教育研究活動

全学教育における環境関連講義科目（平成１９年度シラバスより）

科目区分

（選択必修）
授業科目名・担当教員名 授業のねらいと内容

人文・社会科学
科目

（選択）

社会と歴史
（海洋の制度）

・
片岡千賀之

〔ねらい〕
この講義では、海洋思想、海洋の利用と開発、海洋制度
の歴史を概観し、海の憲法を呼ばれている国連海洋法条
約の内容を解説する。また、日本の海洋制度についても
ふれる。海洋をめぐる国際的な対立と合理的な利用を解
説することによって国際社会に対する理解を深める。

〔内容〕
海洋思想、海洋の利用と開発、海洋制度の歴史について
の概要、国連海洋法条約の成立過程と構成、国連海洋法
条約の基本概念である領海、国際海峡、島と岩、大陸棚、
排他的経済水域、公海、深海底、海洋環境の保全、船舶
の航行、紛争解決制度を、海洋利用の実態をふまえて、
概説する。また、日本の海洋制度の歴史、日本の領海、
大陸棚、排他的経済水域についても概説する。

人文・社会科学
科目

（選択）

経済と経営
（環境と産業）

・
井手 義則

〔ねらい〕
産業の発展は人間生活を豊かにしたが、環境問題が顕在
化する中で、各産業には環境に配慮した展開が要請され
ている。そこで、産業経済社会に環境保全を組み込む視
点から、産業と環境問題の関わりについて検討する。

〔内容〕
産業概念を明確にしたうえで経済発展と産業構造の変化
を明らかにする。それに基づき、３ツの産業部門各々の
環境配慮・対応の変化状況を確認する。そのうえで、各
産業分野の環境保全活動を評価する。

人間科学科目
（選択）

人間の科学
（科学史）

・
中村 修

〔ねらい〕
科学は中立でも公平でもなく、権力に左右され、利害に
振り回されて歪んで発達してきた、ということについて
環境問題、食の問題、避妊など具体的な事例を挙げなが
ら、科学の経済依存性について説明する。

〔内容〕
・科学が発達したのになぜ地球規模で環境問題が発生した
のか、科学が発達し、教育を十分にうけている日本で、
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科目区分

（選択必修）
授業科目名・担当教員名 授業のねらいと内容

なぜ中絶が多いのか、わたしたちは「豊かな食」を得て

いるのかなど、具体的で今日的な話題を事例に、科学の

ありようについて議論を深める。

自然科学科目

（選択）

地球と宇宙の科学

（宇宙からの地球診断）

・

後藤恵之輔

〔ねらい〕

今、地球上ではさまざまな問題が起こっている。土地利

用の問題、植生環境の悪化、自然災害の続発、水質の悪

化や水資源の枯渇、構造物の維持管理、さらには地球温

暖化等の地球環境問題などである。これら諸問題の解決

に向けて、宇宙から、空から、そして地上でのリモート

センシングの技術による地球診断を学ぶ。

〔内容〕

最近の地球診断に関する話題から、宇宙からの地球診断

がどのように行われているかを、講義の最初とする。つ

いで、NHKビデオ「宇宙から見るふるさとの今」を用

いて、九州・沖縄の衛星画像から、「宇宙からの地球診

断」が身近であることを理解する。

リモートセンシングの基礎として、その定義・原理・特

長を学び、地球観測衛星や高分解能衛星の実際を知った

うえで、リモートセンシング・データの収集から解析の

方法を学ぶ。応用編として、宇宙や空からのリモートセ

ンシングを用いた土地利用分類、自然災害の調査と予測、

水資源の探査など、地上リモートセンシングを用いた構

造物の維持管理、屋上緑化観測、近代化遺産の保存と活

用などを学んだ後、最近にわかに話題となっている地球

温暖化などの地球環境問題の解決に、地球観測衛星が寄

与していることを述べる。

自然科学科目

（選択）

生物の科学

（プランクトンと海洋環境）

・

鈴木 利一

〔ねらい〕

プランクトン（浮游生物）は海洋水柱中に普遍的に存在

する。各々の個体は極めて小さいが、その現存量は莫大

であり、海洋の環境を考える際には決して無視すること

ができない生態群である。本講義では、このプランクト

ンを主体、それを取り囲むものすべてを海洋環境ととら

え、両者の相互作用について、理解し考察することを目

的とする。

〔内容〕

浮游生物の生態に関する、基本的な概念および研究成果

を出来るだけわかりやすく紹介する。

人間科学科目

（選択）

人間と環境

（温度環境、微生物環境、放射

線環境）

・

松田 尚樹

〔ねらい〕

日常の生活において、温度、微生物、及び放射線・紫外

線は我々が避けることのできない環境中の因子である。

本授業は、これらの環境因子と人間との関係についての

理解し、知識を深めることを目的とする。

〔内容〕

温度、微生物、及び放射線・紫外線について、まず基礎

を概説し、次いで人間との係り、健康への影響、及びそ

の対処等について各論を述べる。
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科目区分

（選択必修）
授業科目名・担当教員名 授業のねらいと内容

自然科学科目

（選択）

地球と宇宙の科学

（地球温暖化の科学）

・

森山 雅雄

〔ねらい〕

地球温暖化に代表される熱環境問題に関わる物理学をそ

の根本から学習する。

〔内容〕

１．熱環境解析に必要な物理学の基礎知識の学習

２．地球表面での熱エネルギーの移動形態とその特徴を理

解をする学習

３．地球温暖化、ヒートアイランドの生成要因の学習

４．温暖化防止策を理解するための学習

総合科学科目

（選択）

暮らしと地球環境学

・

後藤恵之輔

〔ねらい〕

この地球には人間のみならず生物、植物等が生息してお

り、互いに影響しあって生存している。その地球が危機

に瀕している。温暖化、オゾン層の破壊、砂漠化等の地

球環境問題によってである。しかし、地球はこのような

地球規模のものだけでなく、ごみ問題等の地域の環境問

題によっても次第に汚染されてきている。本授業では、

これら環境問題を地球かつ地域規模で学び、暮らしの中

でどう対処していけばよいのかを考える。

〔内容〕

最近の環境問題に関する話題を題材として、環境問題が

地球規模であれ、地域規模であれ、我われの「身近な」

問題であることを認識することから講義を始める。

地球環境問題として地球温暖化、酸性雨、砂漠化、熱帯

雨林の減少、野生生物種の減少、オゾン層の破壊、海洋

汚染を取り上げ、地域環境問題として自然災害、水質汚

染、地盤・地下水汚染、ごみ問題を扱って、これらを地

球環境問題と絡めながら論じる。さらに都市の人口爆発、

アスベスト問題、感染症も、最近の環境問題として述べ

る。

これら環境問題はややもすればマイナス思考になりがち

だが、このことを考慮しながら、プラス思考のこととし

て生物生息環境の保全・再生・創造に関係するビオトー

プ、近・多自然型川づくり、エコロード、ミティゲーショ

ンを講義する。

総合科学項目

（選択）

環境と文化

・

正本 忍

〔ねらい〕

文化とは人間に固有の生活様式の総体をいい、知識、信

仰、芸術、道徳、法律、風習などの諸要素を含んでいる。

本講義のねらいは、「環境」を自然環境に限定せず、上

述のような文化を「環境」として捉える見方を身につけ

ることである。

〔内容〕

本講義では、「環境」を自然環境に限定せず、文化環境、

社会環境も含めたより広い概念として捉え、哲学、倫理、

思想、歴史、文学、語学、民俗学、人類学、社会学など

の角度から照射した様々な「環境」が語られる。
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２００８年３月２０日 長崎新聞

２００７年７月１３日 長崎新聞

◆教育学部

・環境教育、環境教育演習

◆医学部

・人間生物学（生態系、人口問題・環境）、環境因子系

◆薬学部

・環境衛生学、衛生薬学（健康と環境）

◆工学部

機械システム工学科

「エネルギーと環境」において、地球環境を強く

意識した技術革新の進展を理解させ、また、地球環

境保全のためのエネルギー利用方法について意識さ

せた。

電気電子工学科

「電気エネルギー工学�」において、環境に配慮

した新エネルギー源、エネルギー蓄積技術について

講義した。

社会開発工学科

安全工学セミナーにおいて安全に関する教育を

行った。上下水道工学、廃棄物利用工学、自然生態

学、水環境システム工学において環境に関する教育

を行った。

材料工学科

環境工学、エネルギー材料学において環境に関す

る教育を行った。

応用化学科

安全工学セミナーにおいて安全に関する教育を

行った。環境工学、環境に関する教育を行った。

◆環境科学部

環境科学部については、ほとんどの講義科目が環境

に関連する内容で行われているため、下記のURLを

ご覧下さい。

・カリキュラム改革委員会を設置し、環境に関わる人

文社会学的資格としての社会調査士の資格取得及び

雲仙Eキャンレッジ関連科目等、教育内容充実の

検討を行い、それらに対応した新しいカリキュラム

が平成２０年度から運用されることとなった。

（http://www.env.nagasaki-u.ac. jp/zaigakusei/h20

binran_gakubu.pdf）

・学生の環境マネジメント能力を向上するため、市役

所の監査に参加した。

・環境マネジメント論受講学生によって、学部の研究

室の環境監査を実施した。

◆水産学部

海洋環境科学概論、水産環境経済論、環境生理学、

水質環境学、生物環境学、海底環境学、海洋環境科

学英語、海洋環境科学実験�～�、環境教育演習

◆生産科学研究科

【博士前期課程】

水産学専攻

海洋環境情報論、沿岸環境論、海洋環境生理学、

生物環境学特論、海洋環境資源英語�・�（生産

と環境）

【博士後期課程】

システム科学専攻

地圏環境工学、環境水理学特論、環境マネジメン
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様々な観点からの講義

広い視野を持った人材の育成

トシステム論、環境設計学特論、物理海洋環境学、

環境生体リスク解析

海洋生産科学専攻

海洋生物環境学、海洋環境変遷論、海洋環境流体

力学、沿岸環境保全学、海洋環境資源英語�～�
物質科学専攻

耐環境性評価学特論

環境科学専攻

環境哲学特論、人間生活環境学特論、環境思想学

特論、環境人類学特論、地域環境、工学特論、都

市環境水理学特論、地域環境分析学特論、環境材

料物性学特論、地域環境計測学特論、環境政策学

特論、環境経済学特論、環境社会学特論、環境マ

ネジメント学特論、大気環境学特論、海域環境学

特論、深海生物環境学特論、水圏生物環境学特論、

堆積岩地球環境解析学特論、環境生物化学特論、

微量環境分析化学特論、陸域生物環境学特論、環

境適応学特論・環境毒性学特論

◆熱帯医学研究所

１．世界保健ニーズに応える医薬品研究開発ディプロ

マコース（Diploma Course on Research &Develop-

ment of Products to Meet Public Health Needs）

「見捨てられた病気；Neglected diseases」と呼

ばれている主に途上国に蔓延する感染症などの重要

性を考慮した医薬品研究開発に携わる種々の人材の

育成を目的として、２００７年１０月１日から１１月３日ま

で開催された。WHOの熱帯病研究教育特別プログ

ラムの要請を受けて準備されたもので、コースディ

レクターである平山謙二教授（長崎大学熱帯医学研

究所所長）を中心に、医薬品開発に関するすべての

プロセスを各専門家が５週間かけて詳しく講義した。

このコースでは、医薬品研究開発という専門分野に

関わる講義は勿論、保健研究上のさまざまな倫理に

かかわる問題や、流通開始後の製品管理などについ

ても講義し、現在の多種多様なニーズに応えられる

人材の育成にも大きく寄与している。

将来の国際連携大学院構想のコアコースとして開

催し、現在、長崎大学を含む４ヶ国６大学（タイ：

タマサート大学、チュラロンコン大学、中国：上海

第２軍医大学、コロンビア：アンチオキア大学、日

本：東京大学大学院薬学系研究科、長崎大学）が協

力して開催し、講義はすべて英語で行った。最新の

医薬品研究開発のすべてのステップを最高の講師陣

で紹介した。

２．熱帯医学研修課程

国内の熱帯医学の研究または、熱帯地での保健医

療活動に実際に従事しようとする者に、熱帯に関す

る正しい知識と、熱帯地における医学的諸問題につ

いての現代科学に基づく基礎的知識が広く得られる

よう、またその応用に必要な技術の研修を行うコー

スであると同時に、熱帯医学に関する我が国で唯一

の短期研修コースである。

熱帯医学は非常に幅広い学際的な領域の知識・技

術・経験が必要とされており、この研修課程によっ

て、世界的視野から見た熱帯病の実体や、その社会

的・文化的背景のみならず、国際協力の現状と重要

性も理解していく。また、他の分野からのアプロー

チと違った、医学領域から見た熱帯地方における「環

境」への理解も同時に併せ持つ貴重な人材を輩出し

ている。

１９７８年に設置されて以来、今日まで３５１名の修了

生（医師１５３名、看護師、保健師、助産師、薬剤師

など１９８名）を輩出（２００７年度も含む）するなど、

熱帯病に携わる実践的専門家の人材育成にも大きな

役割を担っている。期間は６月から８月までの３ヶ

月間で、２００７年度においては１５名の研修生に修了証

書および英文のディプロマが授与された。

環
境
の
保
全
に
関
す
る
教
育
研
究
活
動

22 Environmental Report 2007



実経験に基づく貴重な講義内容

修了式

３．熱帯医学修士課程

熱帯医学修士課程は、医歯薬学総合研究科の修士

課程として２００６年からスタートした新興感染症と熱

帯医学の研究を行う我が国唯一の大学院である。１

年間に渡り基礎から臨床などの実習、海外研修、応

用と言った、幅広く総合的な熱帯医学に関する知

識・技術・経験を学び、課程修了後には日本国内で

は唯一、熱帯医学修士号（Master of Tropical Medi-

cine, MTM）を取得できる。

この熱帯医学修士課程では、医歯薬学総合研究科

と熱帯医学研究所が連携し、国内のみならず海外で

活躍している外国人講師も含めて、実際に現場で熱

帯医学に取り組んでいる講師を招聘し、講義はすべ

て英語で行われている。広範囲にわたる的確な知識

と経験によって対処しなければならない感染症の問

題は、もはや医療分野だけではなく、「環境」や「平

和」といった広範囲にわたる的確な知識と経験も重

要となることから、この修士課程は国際レベルの感

覚と、多岐にわたる知識と技術と実践力をも身につ

けた貴重な即戦力となる人材育成の場となる。

２００７年度は、日本人のほかアフリカ、中南米、中

東からの学生も含め１３名が入学した。国内外の症例

や疫学、医療政策などについて学ぶ講義や海外研修

を経て、研究室に所属して修士論文を書き上げ、最

終的に１３名が熱帯医学修士号を取得した。

◆附属学校園

１．社会３年公民

国際問題と地球市民

「２１世紀の資源・エネルギー問題」

エネルギー需要が年々増加傾向にあることや

エネルギーの消費が地球の環境にもたらす影響

を知り、代替エネルギーの確保とともに、地球

環境をどのように守っていくかについて考えを

深めた。

「地球環境を考える」

危機的な地球環境の現状と環境破壊を防ぐた

めに身のまわりでできることを考え、環境を守

るための国際的な取り組みについて学んだ。

「市民が支える環境運動」

地球環境を守るために世界各国で市民により

行われている取り組みや日本で現在行われてい

る様々な環境問題について学んだ。

２．社会２年地理

世界の中の日本

「過疎・過密問題」

過度の人口集中が原因となって起きる諸問題

の１つとして、ごみ問題や環境汚染について資

料を集め、環境危機を訴えるポスターを作成し

た。

「ナショナルトラスト」

全国で進められているナショナルトラストの

事例を調べ、様々な手法での環境保全の取り組

みについてまとめた。

３．英語２年

“Can Anyone Hear Me?"

自然環境が循環していることを認識させるとと

もに、環境問題は最終的にはわれわれ人間に降り

かかってくることを考えさせ、自然環境を大切に

するよう指導した。

４．英語３年

“Cranes and Wetlands"

北海道の釧路湿原に生息するタンチョウの保護

を題材とした内容を学習し、人間の活動がいかに

自然に悪影響を及ぼしているかということについ

て意見発表を行わせた。
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５．保健体育２年

「空気の衛生管理」「飲料水の衛生的管理」「生活

にともなう廃棄物の衛生的管理」および「環境汚染

と健康」について指導を行った。

６．「学問探求」という教育活動の中でも、自然科学

系で「地球を守るのは君だ�」「環境マネジメント

入門」という講座を開設した。

◆共同研究交流センター

１．平成１９年４月に本学工学部応用化学科の学生を対

象に、共同研究交流センターの無機系および有機系

廃液処理施設の見学会を行った。学生約５０名の参加

の下、活発な質疑応答が行われた。

２．平成１９年４月に共同研究交流センターの機器利用

者講習会を開催した。学生及び教職員合わせて１１０

名参加の下、機器利用に係わる安全上の注意の他、

廃液回収における諸注意や ISO１４００１等について説

明し、環境負荷削減についての理解を促した。

３．総合安全衛生管理委員会監修の下、平成１５年９月

に作成した「環境と安全に関する手引き」の改訂を

行った。
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環境研究活動

本学関係者との記念撮影

齋藤学長と懇談する吉林大学宿学院長

多様な専門分野が連携した環境研究を遂行する。

新たな学術協定締結大学（校）を中核とし、

日本－台湾－韓国－中国を結ぶ環境学研究教育

の交流ネットワーク形成を推進する。

吉林大学宿久高学院長が齋藤学長を表敬
訪問

２００８年２月１３日�、吉林大学（中華人民共和国）と

本学との学術交流協定書及び学術交流協定に基づく学

生交流に関する覚書に吉林大学長の署名がなされたの

を受けて、吉林大学の宿久高学院長が、本学と吉林大

学協定書及び覚書を齋藤学長へ届けるために来学され

ました。

吉林大学は、吉林省長春市にあり、教員数約６，０００

名、学生数約６３，５００名、９学部、４３学院、３附属病院、

３センターがある中華人民共和国教育部直属の重点大

学の一つです。齋藤学長との懇談は、本学側から松岡

理事（研究・国際担当）、小路副学長（国際担当）、環

境科学部の佐久間学部長、連教授が出席して、吉林大

学及び中国における環境研究や両大学間の今後の交流

などについて、和やかに行われました。

環東シナ海海洋環境資源研究センターを国
内外の海洋・水産研究機関との共同研究推進基

地として活用する。

第６回東シナ海の海洋・水産科学に関す
る国際ワークショップを開催

２００７年１１月３～４日、総合教育研究棟において「第

６回東シナ海の海洋・水産科学に関する国際ワーク

ショップ」が開催されました（参加者総数１０５名）。こ

のワークショップは、東シナ海の海洋科学・水産科学

分野をリードする本学、琉球大学、済州大学校（韓国）

及び上海水産大学（中国）などが中心となり、１９９７年

に済州大学校で第１回を、その後２年ごとに開催され

てきました。今回は、本学が取り組んでいる文部科学

省連携融合事業「東アジア河口域の環境と資源の保

全・回復に関する調査研究」及び科学技術振興調整費

「東シナ海有害赤潮の日中韓国際連携研究」に関わる

種々の調査研究、並びに「魅力ある大学院教育」イニ

シアティブの「海洋環境・資源の回復に寄与する研究

者養成」などの人材育成事業の成果を琉球大学、済州

大学校及び上海水産大学などともに更に発展させる目

的で開催されました。

２日間のワークショップでは、３０題を越える口頭発

表と３０題のポスター発表が大学研究者や若手大学院生

によって行われ、東シナ海とその周辺海域（中国・韓

国沿海や有明海など）の環境と生物について幅広く情
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２００７ ECSWorkshop 記念写真

報の交換が行われました。また、新しい試みとして、

海洋科学や水産学の教育システムについて討論し、研

究者ばかりでなく人材育成を見据えた学部学生や大学

院生の交流を一層盛んにするための方策についても話

し合われました。これらの情報交換と議論を通して、

東シナ海の環境を保全・回復させ、世界有数の漁場で

あるこの貴重な海域の生物生産力をよみがえらせるた

めの努力が続けられています。

アジア各国の教育の違いを議論する様子
（学生セッション）

ポスター発表の様子

２００７年１１月６日 長崎新聞
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実践的環境教育研究の実施拠点施設として雲仙Eキャンレジ（ECOLOGY CAMPUS VILLAGE）の
整備に着手する。

２００７年４月２７日 雲仙Ｅキャンレッジプログラムの実施に関する三者（長崎大学環境科学部、長崎県

環境部及び雲仙市）間での協定の締結

２００７年６月１８日 「雲仙Eキャンレッジプログラム」スタート記念シンポジウム

２００７年１１月２６日 Ｅキャンレッジプログラムキックオフシンポジウム

２００７年２月１８日 Ｅキャンレッジに係る雲仙市役所との意見交換会

１．雲仙Eキャンレッジプログラムのためのハード

ソフト両面での基盤整備を進めた。

�ハード面

・宿泊施設の整備

・持続可能な開発と教育のための情報交流センター

のためのセミナー室の整備

�ソフト面

・雲仙市を持続可能な開発のための教育の拠点とし

ていくことを目指した、環境省補助事業「持続可

能な開発のための教育の１０年促進事業」の実施

・雲仙市における地球温暖化対策地域行動計画の作

成支援

・雲仙市職員と長崎大学環境科学部職員との情報交

流会

・国見高等学校での環境活動の支援 ほか
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２００７年６月１９日 長崎新聞
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○「長崎大学エネルギー環境教育研究
会」の活動

（URL：http://tech.edu.nagasaki-u.ac.jp/tech/energy/

home/index.html）

「長崎大学エネルギー環境教育研究会」は、長崎県

内及びその近郊において、日頃エネルギー環境教育で

活躍している関連諸機関・担当者の交流促進とエネル

ギー環境教育の学校および地域での一層の推進を図る

ことを目的として２００７年１０月に設立された。２００７年度

は、

�エネルギー環境教育およびエネルギーに関する意識

調査

�大学等の授業支援とその効果

�エネルギー環境教育のカリキュラム化の検討が行わ

れ、１６の出前授業・教員セミナーと児童・生徒の意

識・行動調査がなされた。

・環境保全を意思決定要素に組み入れたビジネスゲー

ムの開発、長崎大学教育学部附属教育実践総合セン

ター紀要、第８号、pp．１－１０、２００８年３月

・雲仙火山を利用した総合的な学習のための授業カリ

キュラムと教材製作、Cities on Volcano５Confer-

ence，２００７年１１月１９日

・東シナ海沿岸（九州西部）の漂着物とその特性、第

７回漂着物学会種子島大会、２００７年１０月２７日

・インクカートリッジ漂着マップ、同上

・２００６年夏の長崎県沿岸における流木・その他の大量

漂着、漂着物学会誌、５、pp．３３－３８、２００７年１２月

１０日

・オゾン微細気泡による有機系土壌汚染物質の酸化処

理実験、日本産業技術教育学会、４９�、１２３－１２８、

２００７年

（関連記事は地域連携活動のページに記載）

２００８年１月１２日 長崎新聞
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その他の新聞掲載記事より

○個別研究事例

長崎大学学術研究成果リポジトリ（NAOSITE）より
・環境研究と環境教育

・環境研究と平和研究

・環境リスクと責任ルールの再構築：ドイツ環境責

任法をめぐって

・LCA（ライフサイクル・アセスメント）と環境経

済政策：CML（ライデン大学環境科学センター）

開発 LCAの視点から

・適材適所の環境技術屎尿処理：環境の視点からの

屎尿処理技術の評価

・大村湾水質環境に関わるステークホルダーの価値

構造と環境評価法の政策利用

・新燃焼方式による小型焼却炉の開発

・破壊された森林の原状回復に関する法的責任

・多様化する環境マネジメントシステムの比較研究

他

NAOSITE には、本学で行われたさらに多くの環境

関連研究成果が紹介されています。

（URL：http://naosite.lb.nagasaki-u.ac.jp/）

２００８年３月１４日 長崎新聞

２００８年２月１３日 長崎新聞

２００８年３月１５日 長崎新聞
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国際連携活動

左より河邊准教授、チェ教授、ユン准教授、
齋藤学長、イ教授、中田学部長

協定書を交換し、握手する齋藤学長と潘学長

国際的環境研究・教育への協力、環境問題の相
互理解と情報の共有を推進する。

済州大学校に設置した長崎大学－済州大学校

交流推進室を活用し、済州大学校との研究交流

を推進する。

済州大学校イ・ジュン・ベク教授らが学
長を表敬訪問

２００７年９月１４日�、本学学術交流協定校である韓国

の済州大学校イ・ジュン・ベク教授、チェ・チャンム

ン教授、ユン・ソックフン准教授３名が齋藤学長を表

敬訪問しました。イ教授らは、学生実習の一環として

済州大学校学生５４名を引率し、韓国済州島から２日を

かけて同大学校所有船舶アラ号で長崎港に当日入港さ

れたものです。

齋藤学長との懇談は、本学側から中田水産学部長、

河邊環東シナ海海洋環境資源研究センター准教授が出

席し、昨年１１月に齋藤学長が同大学校を訪問し、本学

として水産・海洋分野で初めて海外の研究交流拠点と

して設置した「長崎大学－済州大学校交流推進室」に

ついて、また両大学間の今後の交流などについて、和

やかに行われました。

水産学部と環東シナ海海洋環境資源研究セ
ンターでは、連携融合事業の第２の拠点として

上海水産大学（中国）に交流推進室を設置する。

上海水産大学（平成２０年５月に上海海洋大学に改

称）との間に学術交流協定を締結し、学生交流の覚書

の締結に向け準備を進め、更に、共同研究を開始し、

平成２０年度に同大学に長崎大学の交流推進室を設置す

ることとした。

上海水産大学（中国）と学術交流協定を
締結

２００７年５月１８日�、本学は上海水産大学と学術交流

協定を締結しました。上海水産大学（中国上海市）に

おいて、齋藤学長、松岡理事、石松環東シナ海海洋環

境資源研究センター教授、萩原生産科学研究科教授そ

の他の関係者立ち会いのもと、齋藤学長と潘迎捷学長

が協定書に署名を行い、学術交流協定が締結されまし

た。これにより本学が海外の大学等研究機関と締結し

ている学術交流協定は８８件となり、このうち中国の大

学等研究機関とは２０件目になります。

上海水産大学は、１９１２年に江蘇省立水産学校として

設立され、校名変更等を経て１９８５年に上海水産大学と

なりました。現在は１２学部、大学院博士課程６研究科、

同修士課程３１専攻を擁する大学です。両大学の交流は、

１９９７年以来上海水産大学、済州大学校（韓国）、琉球

大学及び本学による国際シンポジウム「東シナ海の海

洋・水産科学研究に関する国際ワークショップ」を隔

年で開催する等、活発な研究者交流及び共同研究等を

経て、学術交流協定を締結するに至りました。今後は

両大学間での水産増殖学、環境学等の分野における共

同研究の実施はもとより、様々な分野での研究者交流

及び学生交流の推進が期待されます。
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ガラパゴス諸島について説明する伊藤名誉教授

○「ガラパゴス諸島植物生態画像データ
ベース」の構築と公開

附属図書館では、２００７年６月１２日�、平成１８年度科

学研究費補助金（研究成果公開促進費）で作成した

「ガラパゴス諸島画像データベース」（http://gallery.lb.

nagasaki-u.ac.jp/galapagos/）の完成披露式を行い、

報道機関へ発表しました。式では、齋藤学長から個性

的な研究成果が広く社会に公開されることの意義につ

いて挨拶があった後、柴多附属図書館長からデータ

ベースの特長が紹介され、伊藤長崎大学名誉教授から

はデータベースの内容について説明がありました。こ

のデータベースは、伊藤名誉教授が１９６４年以来約４０年

間１６回にわたる現地調査で撮影した約１，３００枚の写真

画像からなるもので、キーワード検索や高精細画像の

表示の他、３Ｄイメージによる地形の鳥瞰動画や、同

一地点を長期間にわたって撮影した定点観測画像など

の多くの特徴をもっています。

ダーウィンが進化論の着想を得たことで知られるガ

ラパゴス諸島は、最近では、世界的な異常気象の生物

センサーとして注目されていますが、このデータベー

スには、すでに失われた景観も多数含まれており、植

物生態学のみならず、地球環境問題を考えるうえでも、

大変有益な資料として活用されることが期待されます。
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○大洋州諸国の予防接種事業における廃
棄物処理に関する活動

大洋州の１３カ国を対象とした JICAの広域技術協力

プロジェクト（５年間）である「大洋州予防接種事業

強化プロジェクト」（J-PIPS）において、長崎大学は

技術協力契約を受託しており、プロジェクト実施にあ

たっては、ウイルス学分野の森田公一教授を業務主任

者として専門家６名がフィジー国スバ市を拠点とし、

２００５年３月より活動を開始している。本プロジェクト

の主たる目的の一つに、EPI 関連廃棄物処理に関する

地域内研修システムの構築および対象各国における人

材の能力向上がある。

２００７年度のEPI 廃棄物処理に関する活動として、

廃棄物処理の研修および現状調査、ソーラー焼却炉設

置準備、ソーラー焼却炉のフォローアップ運行支援、

廃棄物処理の技術指導などを行った。この中で、バヌ

アツ、ソロモン、トンガ、ミクロネシア、ニウエ、フィ

ジー、サモア等の対象各国で、EPI 廃棄物処理の講義・

討論、廃棄物処理サイト訪問および実態調査を行い、

特にサモア政府に対しては調査に基づき、報告書「サ

モア独立国EPI 関連施設調査」をまとめ提言を行っ

た。

参考：「大洋州予防接種事業強化プロジェクト」

本プロジェクトは大洋州諸国の予防接種事業（EPI）

の強化を目指した地域全体の戦略PIPS（Pacific Im-

munization Program Strengthening）を支援するために

実施される事業であり、J-PIPS と称する。PIPS 遂行

のために必要とされる支援のうち、J-PIPS が重点的

に担当するのはコールドチェーン管理、ワクチンロジ

スティックス、安全注射と廃棄物処理の３つの領域に

おける調査と各国の人的資源の能力強化への協力と、

それに資する地域および国内での人材育成ソフトイン

フラの整備である。

○海洋汚染観測の国際連携強化活動
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産学官連携活動

２００８年３月１１日

長崎新聞

産学官連携による環境研究を推進し、その研究
成果の社会への還元に努める。

「TDK寄附講座エネルギーエレクトロニ
クス学講座」の設置決定

工学部に平成２０年４月より５年間、地球環境の負荷

低減につながる電源の研究を行うため、TDK株式会

社（上釜健宏社長）からの寄附（総額１３，５００万円）を

受け入れ、新たに先端エレクトロニクス学に関する講

座を設置しました。

この寄附講座は、産学連携によるスイッチング電源

システム等に関する研究及び教育プログラムの提供を

行い、この分野での人材育成に寄与すること、並びに

スイッチング電源システムの技術開発等を通して、持

続可能で豊かな社会の実現に貢献することを目的とし

ています。具体的には、高性能スイッチング電源の研

究開発により、電源装置の発熱等の損失を減らし、そ

の高効率の電源システムが社会に普及することで、地

球環境に影響する二酸化炭素の削減につながることが

期待されています。

○「グリストラップ浄化用システム及び
資材の開発」

共同研究交流センター環境安全マネージメント部門

では、長崎県研究開発ビジネス化一貫支援事業の一環

として、「グリストラップ浄化用システム及び資材の

開発」のための共同研究を長崎洗管工業株式会社と

行った。その結果、優れた油脂分解能力を有する菌株

を環境試料中より単離し、保存した。特に優れた能力

を有する菌株については、遺伝学的、生態学的知見か

ら同定を行い、その油脂分解特性を精査し、各種安全

性を評価して製品化に向けた準備を整えた。さらに現

場に投与した際、微生物が実際に活動していることを

遺伝学的に検出する手法を確立した。また、優良株を

包括固定した場合にも十分に油脂分解能力を発揮する

ことを確認した。
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○長崎出島サイエンスカフェ
－長崎市中央公民館との共催－

２００７年１０月１１日、長崎市出島の旧長崎内外クラブに

おいて、長崎市中央公民館との共催事業「長崎出島サ

イエンスカフェ」が開講されました。

お茶を飲みながら科学の最前線について学びあうと

いうもので、第１シリーズの今回は「長崎発の環境教

育」というテーマで、２００８年２月８日までに計８回開

催されました。
イタイイタイ病について語る齋藤学長

初日のサイエンスカフェの様子 環境知について語る谷村環境科学部教授

（長崎出島サイエンスカフェの概要）
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地域連携活動

環境保全等に関する知識・技術を発信し、地域
との連携・コミュニケーションを推進する。

環境教育研究における地域連携のコーディネー

トセクションとして、環境教育・研究マネジメ

ントセンターを開設する。

環境教育・研究マネジメントセンターの
開設

環境科学部内に環境教育研究マネジメントセンター

を開設し、７人の教員がセンター職員を兼務すること

になった。同センターが企画運営についてコーディ

ネートしながら雲仙Eキャンレッジプログラムを推

進している。

長崎大学環境科学部

環境教育研究マネジメントセンター

（ERMAC）

◆目 的

地域の行政、研究機関、教育機関、市民団体等

と連携した環境教育研究に関するマネジメント活

動を活性化することを目的とします。

◆活動・業務内容

�環境に関する共同研究の実施に関すること

�市民を対象とした環境教育の実施に関すること

�環境マネジメントシステムの構築運営に関する

こと

�その他センターの目的を達成するために必要な

業務

◆活動・業務内容

センター長
早瀬 隆司

（人間社会環境学系 教授）

副センター長
馬越 孝道

（環境保全設計学系 准教授）

２００７年７月３日 長崎新聞

２００７年１１月３０日 長崎新聞
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環境科学部１０周年記念事業

環境科学会２００７年会開催

日時：２００７年９月１０、１１日

場所：長崎大学総合教育研究棟

主催：社団法人環境科学会

特別講演：「環境中のカドミウムと人の健康」

講師：齋藤 寛 学長

この学会は環境科学部１０周年を記念して誘致され、

環境科学（環境リスク、環境動態、地球環境問題、環

境情報、市民活動、生態系保存、環境計画・評価、廃

棄物・リサイクル）に関する一般報告や、学会賞受賞

講演、特別講演など、環境科学の研究における最先端

の知見が交流され、環境科学部の次の１０年間の課題が

模索された。

市民公開講演会

日時：２００７年９月９日�１４：００～１７：００
場所：長崎ブリックホール・国際会議場

演題：「パラダイムの変化―都市から地方へ」

講師：鈴木基之（環境科学会会長・中央環境審議会会

長）

対象：行政機関、一般市民、学内教職員、学生、院生

（参加費無料）

主催：長崎大学環境科学部・社団法人環境科学会

今、グローバル化が進む一方で、「地方」がクロー

ズアップされている。大都市への集中が成長のシンボ

ルであった２０世紀から、地方を見直し、持続可能な社

会、真のゆたかさとは何かを考える２１世紀型の生き方

へのパラダイムの変更が強調され、低炭素社会、循環

型社会、自然共生社会に向けた地方の取組への大きな

期待が明らかにされた。

記念講演

日時：２００７年９月２９日�１４：００～１５：００
場所：長崎大学中部講堂

演題：「環境科学に期待されるもの

－環境政策と環境科学－」

講師：浅野直人（環境科学会元会長・福岡大学法学部

教授・中央環境審議会委員）

対象：学内教職員、学生、院生、一般市民

（参加費無料）

日本の環境政策の歴史を概観し、中央環境審議会委

員の経験を踏まえて第三次環境基本計画策定の経緯や

２１世紀環境立国戦略（２００７年６月１日閣議決定）につ

いて概説された。また、環境科学部１０周年への問題提

議として、環境科学における現場の大切さ、学際協力

の必要性を具体的に示し、持続的な社会の実現に向け

た取組の方向性を示唆した。

熱心に聴講する参加者
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環境科学部創立１０周年記念式典・祝賀会

記念式典では、内外関係者約１５０名が参加し、佐久

間環境科学部長の式辞の後、永山賀久文部科学省高等

教育局国立大学法人支援課長が祝辞を述べられました。

引き続き、高柏園淡江大学副学長、西岡武夫氏ら５人

の国会議員、長崎県知事（代読）、長崎市長（代読）

及び福地茂雄アサヒビール株式会社相談役（現NHK

会長）から祝辞が述べられた後、齋藤学長と山口睦環

境科学部同窓会緑友会会長から挨拶がありました。

式典の後開催された祝賀会では、各界からの祝辞の

後、鏡開きが催され、環境科学部の１０年の歩みを語り

合い、浦晟放送大学長崎学習センター所長の万歳三唱

で盛会のうち終了しました。

挨拶を述べる山口睦環境科学部同窓会緑友会会長

式辞を述べる佐久間環境科学部長 左から永山文部科学省高等教育局国立大学法人支援課長、齋
藤学長、佐久間環境科学部長、中村長崎県環境部長、中村環
境科学部教育後援会会長、山口環境科学部同窓会緑友会会長

祝辞を述べる福地アサヒビール�相談役 乾杯の挨拶を述べる浅野直人福岡大学法学部教授
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○九州地区国立大学連携事業－防災・環境ネットワークシン
ポジウム２００７・イン・ナガサキを開催

８月３１日�、「－九州地区国立大学連携事業－防災・環境ネットワークシン

ポジウム２００７・イン・ナガサキ」を開催しました。

このシンポジウムは、�国立大学協会九州地区支部会議の協議を受けて、九

州地区の１１国立大学の連携事業として企画されたもので、第１回目の今年は長

崎大学の全学教育講義棟を会場に、九州地区の「防災・環境」をテーマとして

研究者や行政関係者など約２８０名が参加し開催されました。

シンポジウムでは、午前中は各大学の研究者から九州地区における過去の各

種災害と今後の課題について講演があり、午後からは渡邉淳文部科学省研究開

発局地震・防災研究課防災科学技術推進室長から「文部科学省における防災科

学技術の概要について」と題しての講演がありました。また国土交通省、関連

企業及びNPOの専門家から行政、民間、NPOの防災・環境への取組みにつ

いて、それぞれ発表があり、パネルディスカッションでは、防災・環境ネット

ワークの今後の活動・取り組むべき課題について活発な討論が行われました。

また、シンポジウムの最後に「防災・環境ネットワーク長崎宣言」と題して、

それぞれの大学の特徴を生かし地域性を考慮して、「九州は一つ」という理念

のもと「連携」をキーワードに、�大学間の連携、�地域（住民、NPO等）

との連携・地域への貢献、�行政との連携、�「姿なき研究所」の設立の４項

目について積極的な活動を推進するとの宣言を採択し終了しました。

その他、別会場では各大学・行政機関等のブースが設けられ防災対策の機材、

パネル、資料等の展示があり、参加者は熱心に見入っていました。

また、会場の外では、長崎市消防局から地震体験車のデモンストレーション

があり、参加者の他に学生・一般人も多数体験し、「防災の日」が翌日という

こともあり、関心の高さが伺えました。

（総務部総務課）

歓迎の挨拶をする谷山長崎大学理事

開会挨拶をする菅沼宮崎大学理事

開催趣旨説明を行う有川九州大学理事

熱心に聴講する参加者

講演を行う渡邉室長

パネルディスカッション
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２００７年９月４日 長崎新聞

環
境
の
保
全
に
関
す
る
教
育
研
究
活
動

40 Environmental Report 2007



○第３回長崎大学環東シナ海海洋環境資
源研究センター市民講演会
“危機遺産ガラパゴスの昔と今”を開催

２００８年２月１６日�、総合教育研究棟において「第３

回長崎大学環東シナ海海洋環境資源研究センター市民

講演会”危機遺産ガラパゴスの昔と今”」が開催され

ました（参加者総数５６人）。今回は、１９７８年に世界自

然遺産第１号として登録され、現在は危機遺産リスト

に入っているエクアドルの「ガラパゴス諸島」が直面

する問題について、また、外来種の移入及び不法漁業

等の現状報告について講演がありました。まず、チャー

ルズ・ダーウィン財団GAである環東シナ海海洋環境

資源研究センターの松岡センター長による開会の挨拶

の後、諫早自然保護協会の陣野信孝会長らによる昨年

のエコツアーで見た動植物の報告について、WWF

ジャパンの小森繁樹氏による JICAプロジェクト「海

洋生態系保全」に向けた日本の貢献について、昨年の

JICA専門家として現地で指導にあたった水産学部の

阪倉准教授による海洋生態系の現状と保全の様子につ

いて、チャールズ・ダーウィン財団GA,NPO法人日

本ガラパゴスの会会長でもあり、ガラパゴス諸島の植

物研究第一人者の伊藤秀三長崎大学名誉教授によるガ

ラパゴスの昔と今について、講演がありました。講演

後、同月に「第１６回松下幸之助花の万博記念賞」を受

賞された伊藤名誉教授に対して、チャールズ・ダー

ウィン研究所のDr. Graham Watkins 所長から届いた

ばかりの祝辞が会場で披露され、花束贈呈が行われま

した。最後に、齋藤学長から「長崎大学は人間と環境

の健康を守る科学を積極的に推進していきます」との

総括があり、市民講演会は幕を閉じました。会場には

多くの長崎県民の皆様にお越しいただき、大きな成果

を上げることができました。今後もセンターではこの

ような市民講演会を続けていく所存です。なお、ガラ

バゴスの動植物や過去の画像は本学附属図書館ホーム

ページで御覧いただけます。

開会の挨拶を述べる松岡センター長

質問に答えるWWFジャパン小森氏

質問をする中田水産学部長

第１６回松下幸之助花の万博記念賞を受賞された
伊藤秀三名誉教授 総括を述べる齋藤学長
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○長崎大学エネルギー環境教育研究会の
地域連携活動

（関連記事は環境研究活動のページに記載）
長崎大学エネルギー環境教育研究会の活動の中で、

教育学部が中心となった連携活動は１０件であり、その
中で特筆すべき内容は以下のとおりである。

・エネルギー関連施設見学（松浦火力・天山揚水発電
所、上五島国家石油備蓄基地）
連携機関：�九州経済連合会九州エネルギー問題

懇話会
参加者：各１７名（教育・工学部）
開催日：２００７年９月２５日、１２月４日

・教師のためのエネルギー環境教育セミナー in 佐世
保
連携機関：資源エネルギー庁、�社会経済生産性

本部エネルギー環境教育情報センター、
佐世保市役所環境部、�九州経済連合
会九州エネルギー問題懇話会

参加者：６０名
開催日：２００８年２月１６日

○サイエンスワールド in 佐世保

長崎大学教育学部の学生と教員が主催して、９月２３
日に佐世保市で開催したサイエンスワールド２００７では、
エネルギーや環境に関する内容として、漂着ゴミの展
示、地球温暖化に関する実験、各種発電体験等の市民参
加型学習イベントが行われ、約４５０名の参加者を得た。

また、同様の事業が、１０月２７日に壱岐市（参加者：
約１００名）で、２００８年２月２７日に長崎市池島（参加者：
約４０名）開催された。

○出前授業

省エネルギー・資源、地球温暖化防止に関連する出
前授業や教員セミナーが、教育学部教員によって多数
開催された。

福岡県宇美町立桜原小学校での授業風景（７／５）

五島市立岐宿小学校での授業風景（１１／１４）
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２００７年１１月１５日 長崎新聞

２００７年１１月１５日 毎日新聞
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日 時 入場者数

６月２３日�
１１：００～ １７４人

１４：００～ １７２人

６月２４日�
１１：００～ １８１人

１４：００～ １８４人

○水産学部公開講座「環境共生の水産学
持続可能な海と魚の利用」

○「不都合な真実」映写会の開催

アル・ゴア米国元副大統領が出演するドキュメンタ

リー映画「不都合な真実」は、地球温暖化問題の重要

性を一人でも多くの方に伝えようとして作成されたも

のである。環境科学部の教員２名が理事となっている

環境カウンセリング協会長崎が、長崎市内３ヶ所、佐

世保市内１ヶ所で計１１回の自主上映を行ったもので、

話題の映画ということもあり、一般市民の関心も高く、

入場者総数は２，４９４人であった。上映後の反応も大き

く、多くの市民が温暖化に対する問題意識を持つ効果

的な機会となった。

「不都合な真実」長崎大学中部講堂 入場者

○大村市民の環境意識調査

上映会風景
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○共同研究集会の開催
「リモートセンシングおよびGISを用い
た社会環境要因に帰する感染症対策への
適用研究」

期日：２００８年２月２１日�、２２日�
場所：長崎大学熱帯医学研究所大会議室・研修室
主催：長崎大学熱帯医学研究所環境医学部門

社会環境分野（２００８年４月より国際健康開発政
策学分野に名称変更）

今や感染症は、世界規模での環境変化や今まで考え
られなかったような様々な社会環境要因によって、世
界規模で総合的に対策を行わなければならない問題と
なりつつあり、種々の要因を総合的に解析・調査し、
様々な要因がどのように感染症の拡大に寄与している
かを詳細に把握しなければならない。
この共同研究集会では、GIS（地理情報システム）

と衛星データを用いたリモートセンシングの両技術が、
いかに社会環境変化と感染症の拡大を効率よく捉え、
その関係を把握できるのかを試みた数例の研究内容を、
２日間に渡り報告した。発表内容としては、衛星デー
タによる環境変動の把握、およびその保健医療への適
用、日本住血吸虫症などの感染症の疫学的解析、緊急
人道支援活動における活用事例などについて紹介した。
このことによって、一般市民を含めた地域の人々に、

長崎大学が行っている、あるいは関係している研究に
ついて広く知ってもらい、社会へ研究成果を還元する
貴重な場を提供することができた。なお、この研究集
会の内容は熱帯医学研究所「研究叢書」として出版し、
より多くの方に研究成果を知ってもらうこととした。

○電力の有効利用

１１月３０日�、留学生センターでは、イルミネーショ
ン点灯式を行いました。このイルミネーションの装飾
は、式の挨拶の中で齋藤学長が�留学生の心を慰める
とともに、�附属学校生徒の皆さんの心も癒し、�市
民の皆様にも長崎大学を再認識していただくこと、さ
らに�原爆で尊い命を失った方々を忘れることなく、
原爆被災後の回復と再生を認識するためのもの、と述
べたように、母国を離れ慣れない日本で年末年始を過
ごす外国人留学生たちの心を癒し暖かい気持ちを抱い
てもらうとともに、一般市民の皆様へも暖かい灯火を
届け大学をアピールするために、留学生センターが今
年度から設けたものです。
参加者のカウントダウンの掛け声とともに、齋藤学

長、小路留学生センター長、SUNG Suk-Ho さん（長
崎大学留学生会副会長）のスイッチオンでイルミネー
ションが点り、参加者の大きな歓声につつまれました。
また、齋藤学長から参加者に飲み物が振る舞われると
ともに、長崎青年会議所等からの寄附により、ボラン
ティアのサンタクロースから子供たちや留学生にお菓
子が配られました。さらに、「長崎大学龍踊部」の演
舞が披露され、会場は大歓声につつまれました。当日
は、附属学校の生徒などの子供たち約５０名を始め、一
般市民、学生、教職員ら約１５０名が参加してイルミネー
ションを楽しみました。

留学生センターイルミネーション点灯

「長崎大学龍踊部」の演舞
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教育研究活動�

（環境教育・環境研究）�

input output

output

�
�
�
�
�
�

�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�

環境影響の全体像（マテリアルバランス）

平成１９年度にて

総エネルギー投入量：５１１，３８７GJ

電気 ４０１，４８４GJ（４０，２６９MWh）

ガス ２８，６６７GJ（６１８k�）

重油 ８０，８６９GJ（２，０６８k�）

灯油 ３６７GJ（１０k�）

総物質投入量

コピー用紙使用量：１４２，２０９�

化学物質：

PRTR対象物質取扱量 ４，５２７�

その他：（数値なし）

有機溶媒、化学薬品、教育研究・医療用機材 等

水資源投入量：４８２，８７８�

市水 ２１，８８８�

井水 ４６０，９９０�

5 環境負荷及びその低減に向けた取組の状況

大学の活動の成果・社会貢献

学部卒業生（１，６９１名） 共同研究受入件数（１３５件）

大学院修了者（５０８名） 受託研究受入件数（１４５件）

修 士（３８６名） 特許出願件数（６８件）

博 士（１２２名） ライセンス・オプション契約（１４件）等

温室効果ガス等：

CO２排出量 ２９，３９７t

電気 ２２，３４９t

ガス １，４１８t

重油 ５，６０５t

灯油 ２５t

化学物質排出量・移動量

PRTR対象物質排出量・移動量

クロロホルム ：２１�（大気排出）
：７８０�（事業所外移動）

ジクロロメタン：２１０�（大気排出）
：３９０�（事業所外移動）

廃棄物等総排出量： （一部記載）

廃棄物最終処分量： （一部記載）

総排水量： ４８２，８７８�

P.47

P.48・51

P.48

P.49

P.52

P.52
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環境負荷の状況

総エネルギー投入量

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

3.000�

2.500�

2.000�

1.500�

1.000�

0.500�

0.00

GJ GJ/m2

総消費量（GJ）� 消費量原単位（GJ/m2）�

17年度� 18年度� 19年度�

522,873
506,203 511,387

1.6464 1.6132

1.6934

年 度
平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

項 目
電
気
・
ガ
ス
・
重
油
・
灯
油
使
用
量

電 気
（MWh） ４０，８０３ ３９，９５５ ４０，２６９

ガ
ス
（�）

１３A ５３０ ５０６ ６１７

プロパン １ １ １

重 油
（k�） ２，３３９ ２，１５８ ２，０６８

灯 油 ０ ０ １０

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
量

（GJ）

電 気 ４０６，８０８ ３９８，３４８ ４０１，４８４

ガ

ス

１３A ２４，５４５ ２３，４２６ ２８，６０１

プロパン ６５ ７１ ６６

計 ２４，６１０ ２３，４９７ ２８，６６７

重 油 ９１，４５５ ８４，３５８ ８０，８６９

灯 油 ０ ０ ３６７

合 計 ５２２，８７３ ５０６，２０３ ５１１，３８７

床面積当りエネ
ルギー消費量
（対１７年度比）

（GJ／�）

１．６４６４

（１００％）

１．６１３２

（９７．９％）

１．６９３４

（１０２．８％）

（参考）延床面積
（�） ３１７，５９０ ３１３，７９０ ３０１，９８０

新規稼働棟
（�）

坂本１他
５７８

（熱帯医学
研究所他）

文教２他
－３，７９８

（サークル
セ ン タ ー
増・工学部
改修、同窓
会館減 他）

文教１、文
教２
改修工事
－１７，１４９

投入エネルギーの内訳

＊データの値は９団地（片淵・坂本１・坂本２・文教町１・文
教町２・柳谷町・島原・多以良町・時津町）とする。

�総エネルギー投入量（GJ）
平成１７年から平成１９年度の３年間の総エネルギー投

入量は約５１０，０００GJでほぼ横ばいの値になっていま
すが、１９年度は前年度より約１％上昇しています。要
因として坂本２団地の新病棟完成における試運転調整
等及び気象変動が主な要因であると考えられます。
なお、投入量は、１世帯４人家族の年間エネルギー

使用量に換算すると約１１１，１７１世帯相当分となります。
※１世帯４人家族 ４．６GJ
出典：京都議定書の削減約束達成に向けた「国民行動の目安」
のポイント（平成１７年７月１２日、経済産業省・環境省発表）

■総エネルギー投入量の推移

※単位（GJ）について
熱量換算係数は、以下の通り

電気 １MWh ９．９７GJ
ガス・都市ガス（１３A） １k� ４６．３GJ

・プロパンガス １k� ９８．６GJ
重油 １k� ３９．１GJ
灯油 １k� ３６．７GJ

（エネルギーの使用の合理化に関する法律施行規則
最終改正：平成１８年９月１９日経済産業省令第８８号に基づき算出）

�床面積当たりのエネルギー消費量（GJ／�）
平成１９年度は前年度より床面積当たりのエネルギー

消費量が約５％上昇しています。要因として平成１９年
度に工学部、水産学部、教育学部、附属中学校の建物
改修工事がおこなわれ建物使用面積が少なくなったた
めです。

�投入エネルギーの内訳
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電気

ガス

重油

総物質投入量

コピー用紙

160,000�

140,000�

120,000�

100,000�

80,000�

60,000�

40,000�

20,000�

0

kg

17年度� 18年度� 19年度�

142,209
135,028

141,327

水資源投入量

水

800,000�

700,000�

600,000�

500,000�

400,000�

300,000�

200,000�

100,000�

0

4.00�

3.50�

3.00�

2.50�

2.00�

1.50�

1.00�

0.50�

0.00

m3 m3/m2

総使用量（m3）� 使用量原単位（m3/m2）�

17年度� 18年度� 19年度�

1.71
1.59 1.60

542,759

496,747 482,878

年 度
平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

項 目

上水使用量
（�）

市水 ２３，４７４ ２１，２８４ ２１，８８８

井水 ５１９，２８５ ４７５，４６３ ４６０，９９０

合計 ５４２，７５９ ４９６，７４７ ４８２，８７８

床面積当
たり上水
使用量
（対１７年
度比）
（�／�）

市水 ０．０７
（１００％）

０．０７
（１００％）

０．０７
（１００％）

井水 １．６４
（１００％）

１．５２
（９２．７％）

１．５３
（９３．３％）

合計 １．７１
（１００％）

１．５９
（９３％）

１．６０
（９４％）

（参考） （�）
延べ床面積 ３１７，５９０ ３１３，７９０ ３０１，９８０

水源の内訳の推移

平成１７年度から平成１９年度の３年間の電気使用量は
約４０，０００MWhで横ばいの値になっていますが１９年度
は前年度より約１％上昇しています。これは坂本２団
地の新病棟完成に伴う設備の試運転調整による電気使
用量の増加が要因として考えられます。

ガス使用量の増加については、建物改修工事でガス
式空調機を多数導入したこと、及び冬季の平均気温が
平成１９年度は前年度より低かったため、暖房時のガス
使用量も増加したものと思われます。

重油の使用量は年々減少しています。１９年度の減少
の要因としては文教町１団地（附属中学校）、文教町
２団地の暖房用ボイラー（油焚き）の使用を取りやめ
たためと思われます。

使用量は、各年度毎に見るとほぼ横ばい傾向で推移
しています。
使用量の増減については、各年度における新規事業

や当該年度限りに発生する特殊要因的な事業など年度
期間内における事業内容及び事業規模が影響している
ものと思われます。
今後とも、両面コピー等の経費節減及び電子化を推

進することによりペーパーレス化を行い、使用量の低
減を図る予定です。

■コピー用紙使用量の推移

使用量は減少しています。要因として建物改修でト
イレなどに節水用水栓の導入や、省エネ対策の啓発に
よる節水への取組みなどが結果に現れていると思われ
ます。

■水資源投入量の推移
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35,000�

30,000�

25,000�

20,000�

15,000�

10,000�

5,000�

0

0.20000�

0.18000�

0.16000�

0.14000�

0.12000�

0.10000�

0.08000�

0.06000�

0.04000�

0.02000�

0.00000

t t/m2

総排出量（t）� 排出量原単位（t/m2）�

17年度� 18年度� 19年度�

0.09510

0.09300

0.09735

30,202
29,184 29,397

CO２排出量
年 度

平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度
項 目

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

（t）

電 気 ２２，６４６ ２２，１７５ ２２，３４９

ガ

ス

１３A １，２１３ １，１５８ １，４１４

プロパン ４ ４ ４

計 １，２１７ １，１６２ １，４１８

重 油 ６，３３９ ５，８４７ ５，６０５

灯 油 ０ ０ ２５

合 計 ３０，２０２ ２９，１８４ ２９，３９７

床面積当り
CO２排出量

（対１７年度比）
（t／�）

０．０９５１０

（１００％）

０．０９３００

（９７．８％）

０．０９７３５

（１０２．４％）

（参考）延床面積
（�） ３１７，５９０ ３１３，７９０ ３０１，９８０

CO２排出量内訳の推移

平成１７年度から平成１９年度のCO２排出量は横ばいの

値になっていますが、平成１９年度は前年度より約１％

上昇しています。要因として坂本２団地の新病棟が完

成し設備の試運転調整によるエネルギー使用量が増え

たことによるものと考えられます。今後は地球温暖化

対策にむけ更にCO２排出量の削減に取組む必要がある

と考えています。

■CO２排出量の推移

※単位について

CO２排出量換算係数は、以下の通り

電気 １KWh ０．５５５�
ガス・都市ガス（１３A） １� ２．２９�

・プロパンガス １� ５．８９�
重油 １� ２．７１�
灯油 １� ２．４９�

（地球温暖化対策の推進に関する法律施行令
最終改正：平成１８年１２月２２日政令第３９７号に基づき算出）
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化学物質の排出量・移動量

平成１７年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１（基礎地区） 坂本キャンパス２（病院地区） 文教キャンパス
合計

計 医学部
（基礎）

先導生命科学研
究支援センター

熱帯医学
研究所 計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部 計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交

流センター

２ アクリルアミド ６，７７０ ４，０３５ ４０５ ２，３３０ ３，１２０ ７００ ０ ２，４２０ １９，３４２ ６００ １８，７１５ ０ ０ ２７ ０ ２９，２３２

１２ アセトニトリル １１，４５０ ６，４４０ ５，０１０ ０ ７８６ ７８６ ０ ０ ８１２，６３１ ４１，３９５ ７０８，９９５ ４，００９ ２３，５１６ ３４，７１６ ０ ８２４，８６７

４７ エチレンジアミン四酢酸 ３５１ ２３１ １０ １１０ ８，７７９ ２，２３３ ０ ６，５４６ １，０９８ ６４０ ４５０ ０ ８ ０ ０ １０，２２８

６３ キシレン ４８，０６０ ４５，０６０ １，０００ ２，０００ １３７，９４６ ７４，３８０ ３１，８８６ ３１，６８０ １３，６２８ ０ ２，０７６ ０ ０ １１，５５２ ０ １９９，６３４

９５ クロロホルム １２，２８７ １１，３３７ ４０ ９１０ ３，４９４ １，０００ ３３３ ２，１６１１，１３４，４６９１８５，７９１ ９４１，４１１ ０ ６，０９０ ２１８ ９５９１，１５０，２５０

１４５ ジクロロメタン ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０１，５６９，０４２７０１，１３８ ７６５，２００ １３，５５６ ５３，１１１ ３６，０００ ３７１，５６９，０４２

２２７ トルエン ２６，０３２ ２６，０３２ ０ ０ ２，００５ ２，００５ ０ ０ １５５，６２４１３６，１０５ １４，０８６ ０ ０ ５，４３３ ０ １８３，６６１

２６６ フェノール ７，６０９ ６，６４９ ３０ ９３０ ２，５１２ ８１２ ７００ １，０００ ２，１２６ ６８５ １，４４１ ０ ０ ０ ０ １２，２４７

２９９ ベンゼン １１２，６２４ １１２，６２４ ０ ０ ３，９４０ ４４０ ３，５００ ０ ７２，０６８ １５，４９３ ４８，５００ ５，３８８ ０ ２，６８７ ０ １８８，６３２

３１０ ホルムアルデヒド ３６２，４４９ ３５８，２９２ ４７ ４，１１０ ３７，９５１ １７，７０９ １８３ ２０，０５９ １４，７３０ ４３５ ２，７２８ ２２ ０ １１，５４５ ０ ４１５，１３０

※小数点以下は四捨五入で表示

計 ４，５８２，９２３�

PRTRとは
（Pollutant Release and Transfer Register：化学物質排出移動

量届出制度）とは、有害性のある多種多様な化学物質が、どのよ

うな発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃

棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握

し、集計し、公表する仕組みです。

対象としてリストアップされた化学物質を製造したり使用した

りしている事業者は、環境中に排出した量と、廃棄物や下水とし

て事業所の外へ移動させた量とを自ら把握し、行政機関に年に１

回届け出ます。

－環境省ホームページより－

http://www.env.go.jp/chemi/prtr/about/about-1.html

長崎大学坂本キャンパス１、２および文教キャンパスは、PRTR法（化学物質排出

把握管理促進法）対象事業所に該当します。そのため、共同研究交流センター環境安

全マネージメント部門では、各キャンパスごとにPRTR法第１種指定化学物質取扱

量を調査・集計し、一定量以上のものについては、環境中への排出量および廃棄物等

としての移動量として報告しています。取扱量の調査は、平成１４年度から開始してお

り、過去の集計結果はすべて環境安全マネージメント部門のホームページで公表して

います（http://www.ep.nagasaki-u.ac.jp/prtr/prtr.htm）。

平成１９年度の調査では、取扱量が１トンを超えた物質は、文教キャンパスのクロロ

ホルムとジクロロメタンとなりました。個々の化学物質の取扱量は年度によって異な

りますが、文教キャンパスでのジクロロメタンの取扱量は、平成１５年度から一貫して

１トンを超えています。
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平成１８年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１（基礎地区） 坂本キャンパス２（病院地区） 文教キャンパス
合計

計 医学部
（基礎）

先導生命科学研
究支援センター

熱帯医学
研究所 計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部 計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交

流センター

２ アクリルアミド ８，１９４ ３，１３０ ２５０ ４，８１４ ２，９０３ １５０ ４００ ２，３５３ ７，４０４ ５００ ５，５１１ ０ １４ １，３７９ ０ １８，５０１

１２ アセトニトリル １０，３５８ ３５８ １０，０００ ０ ２０，１８３ ０ １９，８６９ ３１４ ６６６，２４３ ４６，１１９ ５６３，４９６ ３，３８３ １４，１４４ ３９，１０１ ０ ６９６，７８４

４７ エチレンジアミン四酢酸 ６４９ ５３８ １ １１０ ６，６８４ ０ １３８ ６，５４６ １，２２６ ５３５ ６７１ ０ ９ １１ ０ ８，５５９

６３ キシレン ３７，０５４ ３１，９７４ ５，０００ ８０ ９６，２１７ ３１，８１２ ３１，３６５ ３３，０４０ ３４，４１０ ０ １３，１８２ ０ ０ ２１，２２８ ０ １６７，６８１

９５ クロロホルム ６，５６９ ５，６５１ ２０ ８９８ ４５，６４２ ２００ ４，８１１ ４０，６３１ ９３４，２５２１０６，３０９ ８２４，２６８ ０ １，１４９ １，６３６ ８９０ ９８６，４６３

１４５ ジクロロメタン ０ ０ ０ ０ １３ ０ ０ １３１，５２６，０００８２９，３７７ ５９５，９０９ １４，６１９ ６２，８０５ ２３，２９０ ０１，５２６，０１３

２２７ トルエン １５，３１６ １５，０００ ０ ３１６ １，３０８ ６１５ ０ ６９３ ２６８，６５１２１３，５７２ ５２，７１３ ０ ０ ２，３６６ ０ ２８５，２７５

２６６ フェノール ３，６６４ ２，５０７ ０ １，１５７ ９，９５１ １００ ２５０ ９６０１ ２，５９１ ３１５ ２，０９８ ２ ６ １７０ ０ １６，２０６

２９９ ベンゼン ８９ １ ０ ８８ ４，９０２ ４４０ ４，４１８ ４４ １０８，７３６ １５，０５３ ４３，５３０ ４７，４６６ ５０ ２，６３７ ０ １１３，７２７

３１０ ホルムアルデヒド ９８，０３１ ９７，２４２ ０ ７８９ ４４，９５２ １６３ ４１，０９２ ３，６９７ ４８，８５７ ６２ ２，７４０ ３６，０１０ ０ １０，０４５ ０ １９１，８４０

平成１９年度－PRTR法第１種指定化学物質取扱量（単位：�）

政令
番号 指定化学物質名

坂本キャンパス１（基礎地区） 坂本キャンパス２（病院地区） 文教キャンパス
合計

計 医学部
（基礎）

先導生命科学研
究支援センター

熱帯医学
研究所 計 医学部

（臨床）
医学部
附属病院 歯学部 計 工学部 薬学部 教育学部 環境科学部 水産学部 共同研究交

流センター

２ アクリルアミド ８，００３ ４，０６６ １５０ ３，７８７ １，９０３ ５００ ５５０ ８５３ ７，８９２ ８００ ５，８２３ ０ ６４６ ６２３ ０ １７，７９８

１２ アセトニトリル １９，６７０ ２３８ １０，０００ ９，４３２ ３４，５５０ ０ ３４，５５０ ０ ８４５，９９０ １５，４５９ ７７３，５０２ １，９９４ １８，８６０ ３６，１７６ ０ ９００，２１１

４７ エチレンジアミン四酢酸 ８８２ ６７４ ０ ２０８ ６，３２３ ０ ５５０ ５，７７３ ５００ ３５ ３７９ ０ １６ ０ ７０ ７，７０５

６３ キシレン ３７，１１４ ３１，５４７ ５，５６８ ０ １７２，９６１ ９０，３２９ １９，００８ ６３，６２４ ７，８１６ ７２ ２，５１７ ０ １，１７９ ４，０４８ ０ ２１７，８９１

９５ クロロホルム ２７，２１７ ２２，６４４ １３８ ４，４３５ ３０９，１８５ ２，０３２ ２７４，８６９ ３２，２８４ １，１７０，６３１ １１５，６０２ １，０５０，２１０ ０ ３，８７３ ０ ９４６１，５０７，０３３

１４５ ジクロロメタン ３，９８７ ３，９８７ ０ ０ ３７６ ０ ３７６ ０ １，０５９，６９６ ６５５，７８２ ３１７，９１８ ７，５８５ ６５，１２１ １３，２９０ ０１，０６４，０５９

２２７ トルエン １５，４９０ １５，０００ ０ ４９０ ６，９２２ ５３７ ０ ６，３８５ １２５，４２８ ８６，４１８ ３８，５７５ ０ ２ ４３３ ０ １４７，８４０

２６６ フェノール １０，１１７ ６，４３９ ３５０ ３，３２８ ４，１５０ ７５０ ０ ３，４００ ４，７６３ ８７９ ２，２５１ ０ ７１３ ４１９ ５００ １９，０３０

２９９ ベンゼン １５８ １５８ ０ ０ １４，０００ １３，９５６ ０ ４４ ２５，８６３ １，１０９ １０，３７５ １１，７４２ ０ ２，６３７ ０ ４０，０２１

３１０ ホルムアルデヒド ８５，５２８ ７８，５９７ ５２ ６，８７９ ３７１，６３２ ６，４７７ ３６１，６５６ ３，４９８ １４８，１９２ ２１０ １，５５６ １０８，０００ ９９ ３８，３２７ ０ ６０５，３５２

計 ４，０１１，０４９�

※小数点以下は四捨五入で表示

計 ４，５２６，９４０�

※小数点以下は四捨五入で表示

環境負荷及びその低減に向けた取組の状況
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平成１７年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ５７ ３２０ ０．８３

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．１ ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７２０ ８２０ ０．０

平成１８年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２７０ ０．０２７

公共用水域への排水 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７９０ ０．０

平成１９年度 第一種指定化学物質の排出量及び移動量

第一種指定化学物質の名称

クロロホルム
（�）

ジクロロメタン
（�）

ダイオキシン
（�－TEQ)

排

出

量

大気への排出 ２１ ２１０ ０．００４８

公共用水域への排水 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る土壌への排出 ０．０ ０．０ ０．０

当該事業所におけ
る埋立処分 ０．０ ０．０ ０．０

移
動
量

下水道への移動 ０．０ ３．２ ０．０

当該事業所の外へ
の移動 ７８０ ３９０ ０．０２４

廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

６２８
２１３
１１９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１０１
１３４

区分 種別 重量（t）

一般廃棄物
可燃ゴミ
不燃ゴミ
資源ゴミ

４７６
９４
５９

産業廃棄物 非感染性ゴミ
感染性ゴミ

１１６
１５８

取扱量が１トンを超えた文教キャンパスのクロロホ

ルム、ジクロロメタンおよび特別要件に該当するダイ

オキシン類については、排出量および移動量を調査し、

その結果を長崎県に報告しました。PRTR法では、人

や生態系に有害な恐れがある化学物質を調査対象とし

ています。クロロホルムやジクロロメタン等をはじめ

とするこれらの化学物質の取扱量削減への取り組みは、

環境リスクの低減に向けた今後の検討課題といえます。

ごみの減量化、リサイクル推進のため、以下の廃棄

物区分のもとに収集を行っています。

� 一般廃棄物（事業系ごみ）

・可燃ゴミ（紙、木、繊維等）

・不燃ゴミ（プラスチック・金属 等）

・再資源ゴミ

（新聞紙、上質紙等）

（アルミ缶、ペットボトル）

� 特別管理一般廃棄物

・感染性一般廃棄物

� 産業廃棄物

・廃プラスチック・ゴム類

・ガラス類（２５０�未満の試薬瓶）

・２５０�以上の割れていないガラス製試薬瓶

・金属類

� 特別管理産業廃棄物

・感染性産業廃棄物

・薬品等

（廃油・有機系実験系廃液・無機系実験系廃液に

ついては、学内で定期的に分別収集し、廃液処理

施設において処理されています。）

平成１８年度

平成１９年度

ここでは、外部の業者に処理委託を行っているキャ

ンパス２箇所（文教・坂本）における一般廃棄物、非

感染性産業廃棄物（プラスチック、ガラス、陶磁器）

及び感染性産業廃棄物の排出実績について集計してい

ます。
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有機系廃液回収量� 無機系廃液回収量�

17年度� 18年度� 19年度�

36,410
37,887

39,684

3,2322,730 2,640

輸送に係る環境負荷の状況

年 度 １７年度 １８年度 １９年度

重 油 ５６７，００９ ４２０，２３８ ４０９，０８６

軽 油 １６４，４１４ １８２，００３ １９３，８８５

単位：�

■実験系廃液回収量

実験廃液回収量は、近年、増加し続けてきました

が、平成１９年度は実験廃液削減の努力が実を結び、有

機系廃液回収量としては９年ぶりに減少傾向に転じま

した。今後も引き続き、薬品の効率的な使用等による

実験廃液削減の努力が求められます。

水産学部練習船（長崎丸、鶴洋丸）について、燃料

使用量を以下に記載します。
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環境負荷の低減に向けた取組の状況

…省エネルギーのための取組…

○冷暖房中の室温調整

従前に配付した簡易温度計付きステッカーを利用し

た各研究室及び事務室の温度管理の徹底。

（夏季＝２８度以上、冬季＝２０度以下）

また、冷暖房中における窓、出入口の無駄な開放禁

止の徹底。

○クールビズ、ウォームビズの推進

６月１日～１０月３１日まで、執務室での軽装を実施。

簡易温度計付きステッカーの配布
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撤去前の重油炊き蒸気ボイラー 高効率の電気式空調機及びガス式空調機の屋外機

従来の水銀灯ランプ外灯 省エネランプの外灯

○省エネ機器の導入

・文教町２団地では、長年暖房を重油炊き蒸気ボイラーで行ってきましたが、建物の耐震改修に伴い、暖房を含

めた空調設備を高効率の電気式空調機及びガス式空調機へ随時転換し、この度重油炊き蒸気ボイラーを撤去しま

した。これにより、平成１９年度は、CO２を１４t（３０世帯相当分）削減することができました。

ちなみに重油の消費量は、平成１６年度は１２６k�、平成１７年度は１２０k�、平成１８年度は８０k�で、平成１９年度は０k�
となりました。

・学内の外灯は、夜間の保安上必要不可欠なものですが、これまでの水銀灯ランプは、消費電力が大きいもので

した。近年、従来の器具と照度が同等で消費電力の少ない（４７％減）器具に更新し、学内全団地の整備を行って

います。

この外灯照明器具は、消費電力が少ないとともにランプ寿命が６万時間と長寿命でランプ交換コストの軽減に

も寄与しています。

平成１９年度は、文教町２団地で外灯１３基更新し、年間５８０kWh（１世帯相当分）を節減することができました。
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・変圧器は、九州電力からの高圧電力を低圧電力に変

換するもので、電気設備では、重要な機器です。

この変圧器は、鉄と銅で作られていて、電気を使用

しても使用しなくても常に電力損失が発生します。近

年この損失を改善した変圧器の開発が促進されてきま

した。

建物改修に伴い、高効率変圧器を１１台更新し、年間

１６，２８５kWh（２８世帯相当分）を節減することができま

した。

○センサー付き照明器具の導入

建物改修に伴い、廊下及び階段等の通路部分は、人

が近づくと照明が点灯する人感センサー付き照明器具

を導入しました。

人感センサー付き階段照明器具を３５台更新すること

により、年間２，７６５kWh（５世帯相当分）を節減する

ことができました。

○節電

昼休み時間の消灯、パソコン類の電源OFF及び使

用しないスペースの消灯の実施により、事務局におい

ては年間２，７６５kWh（５世帯相当分）を節減すること

ができました。

○節水

トイレの便器を１９５個節水型（従前比２３％減）に改

修し、年間１４，６００�（５６世帯相当分）を節水すること

ができました。

高効率変圧器

人感センサー付き階段照明器具

昼休み消灯中の事務室
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○屋上緑化の推進

屋上緑化は、断熱効果

が優れているため、大規

模改修工事等においては

積極的な採用に努めてい

ます。既存建物の改修で

は、積載荷重等の制約が

生じますが、軽量システ

ム化された汎用品が最近

一般化されてきたため、

平成１９年度に改修工事を

実施した工学部及び水産

学部の建物の一部に屋上

緑化を採用しました。

また、附属病院の施設

整備においては、多様な

効果を期待して、より積

極的に屋上緑化を採用し

ました。断熱効果の観点

からは、常時、室内環境

の適切な管理が求められ

る病棟やエントランス

ホールの大空間の屋上に

採用するとともに、癒し

の環境創出を目的として、

低木等による屋上庭園整

備を実施しました。

○緑地保全の推進

現在の緑の濃い、静穏な片淵キャンパス（経済学部）

の環境を維持し、勉学に最適な環境を確保することは今

後とも必要です。

他方でキャンパス周辺の交通量はバイパス建設後に増

加し続けて、東側の狭い市道にも車が頻繁に通る状況と

なり、市道拡幅工事が策定され、その結果、経済学部の

土地を一部譲渡し、敷地境界線付近の樹木が伐採される

こととなりました。

そのため、平成１９年度末から拡幅される市道と本学の

境界部分には、緑地をあらためて形成すると共に、防音

壁を設置して増える交通量からの騒音を軽減して緑と静

かな環境を確保することとしました。

なお、工事に支障となる樹木のうち、移植可能と思わ

れるものについては、できるだけキャンパス内への移植

を実施しています。

…その他の取組…

（工学部）
施工面積：６５�
植栽樹木：イヌツゲ、ゴールデンジェム

（水産学部）
施工面積：７７�
植栽樹木：フェリアブラン、シバザクラ

（医学部・歯学部附属病院）
施工面積：２７３�
植栽樹木：セイヨウイワナンテン、

フッキソウ、ヤブラン等

（医学部・歯学部附属病院）
施工面積：５０�
植栽樹木：セダム
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○グリーン購入・調達の状況

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給面の取組」に加え、「需要面からの取組が重要である」という

観点から、平成１２年５月に循環型社会形成推進基本法の個別法のひとつとして「国等による環境物品等の調達の

推進等に関する法律（グリーン購入法）」が制定されました。

同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を推進すると

ともに、環境物品等に関する適切な情報提供を促進することにより、需要の転換を図り、持続的発展が可能な社

会を構築を推進することを目指しています。また、国等の各機関の取組に関することのほか、地方公共団体、事

業者及び国民の責務などについても定めています。（グリーン購入ネットワークホームページより引用）

グリーン購入・調達の事例

・古紙や合法性の確認がとれた木材（森林認証材等）を使用した紙、再生材使用や詰替型等の事務用品、省エネ

性能の高い事務機器、低公害車、再生材を使用した原材料等

平成１９年度特定調達品目調達実績

分 野 �目標調達率 �総調達量 �特定調達物品
等の調達量

�特定調達物品
等の調達率

＝�／�

�目標達成率
＝�／�

紙類（６品目）

コピー用紙 １００％ １４２，２０９．００� ０．００� ０％ ０％ ＊

インクジェット他 １００％ １６，１１１．９０� １６，１１１．９０� １００％ １００％

文具類（６５品目）

シャープペンシル他 １００％ ６，５２１本 ６，５２１本 １００％ １００％

ファイル他 １００％ ２５，７５３冊 ２５，７５３冊 １００％ １００％

事務用封筒 １００％ ２７５，５７６枚 ２７５，５７６枚 １００％ １００％

シャープペンシル替芯他 １００％ ３４，６２１個 ３４，６２１個 １００％ １００％

オフィス家具等（１０品目） １００％ ７，９９７台 ７，９９７台 １００％ １００％

ＯＡ機器（１９品目）

購入 １００％ ２，１９２台 ２，１９２台 １００％ １００％

リース・レンタル（新規） １００％ １２６台 １２６台 １００％ １００％

リース・レンタル（継続） １００％ ２，００７台 ２，００７台 １００％ １００％

電池・カートリッジ・計算機等 １００％ ３０，５９１個 ３０，５９１個 １００％ １００％

家電製品（５品目） １００％ ２２４台 ２２４台 １００％ １００％

エアコン等（３品目） １００％ ６９台 ６９台 １００％ １００％

温水器等（１品目） １００％ ２台 ２台 １００％ １００％

照明（３品目）

蛍光灯照明器具 １００％ ５６台 ５６台 １００％ １００％

蛍光ランプ １００％ ８，２３３本 ８，２３３本 １００％ １００％

電球形状のランプ １００％ １５６個 １５６個 １００％ １００％

自動車（２品目） １００％ １台 １台 １００％ １００％

カーナビゲーションシステム １００％ １個 １個 １００％ １００％

消火器（１品目） １００％ １０２本 １０２本 １００％ １００％

制服・作業服（２品目） １００％ ２，７０７着 ４１０着 １５％ １５％

インテリア・寝装寝具（６品目） １００％ ２，９５０枚 ２，１４５枚 ７３％ ７３％

作業手袋（１品目） １００％ ９３７組 ９３７組 １００％ １００％

その他繊維製品（２品目） １００％ １０８枚 １０８枚 １００％ １００％

＊コピー用紙については、製紙メーカー各社による紙製品における古紙パルプ配合率の偽装により、本学の仕様と
乖離した製品が納入されていたため、目標率を達成することができませんでした。
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２００８年１月２２日 長崎新聞

○EMS学生委員会の活動
環境科学部の環境マネージメントシステム（EMS）に学生の立場から取り組む委員会です。

○環境科学部発の全学サークル
っじゃすみん
サークル全体で行う活動は３月末から４月初めにかけて

あるリサイクル市というイベントなどを行っており、さら
に大学生主催の環境イベントなど、自分が興味を持った活
動にそれぞれが参加しているそうです。

6 学生の自主活動
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○長崎大学環境報告書２００６への
学生からの声

環境関係の講義で、長崎大学環境報告書を配布し、

意見を記述してもらいました。大部分の学生が、本学

の環境配慮に対する活動内容を、知ることができたと

いう感想を述べていましたが、いくつか大変、建設的

な提言もあり、ここに、その一部を要約して紹介しま

す。また、そのうち、幾つかの意見は、本書に、すで

に反映させています。

○コピー用紙の削減が不徹底である。学問の場におい

て本当に必要な資料等を削減する必要は無いと思う

が、年度始めの配布物には、不要なものも見受けら

れる。また、コピー用紙の用途を明確にすることも

必要でないかと思う。

○学生は、大学で学ぶことが主体である。節約のあま

り、学問の場を縮小していないか検討の必要があろ

う。土日の図書館の開館時間が短いのは、エネルギー

節約のためだろうか。

○特定調達品目調達実績など、どういう趣旨のデータ

なのかわかりにくいので、もう少し、詳しい説明が

欲しい。

○環境配慮が、まだ、大学全体で取り組んでいるとい

う実感が無い。

○環境配慮の方針、環境報告書が、あまり知られてい

ない。HPや冊子だけでなく、講義や学生のオリエ

ンテーションでも紹介すべきである。

○シラバスを記載しても、あまり意味が無いように思

う。環境教育活動については、もう少し、興味が持

てるよう工夫が欲しい。他の記事では、文章と写真

等をいれて、読者のことを考えているが、そのバラ

ンスは重要と感じる。

○メリットや見返りがなければ、人はなかなか動かな

い。環境問題も同様、エコはエコロジーのエコであ

るばかりでなく、エコノミーのエコでもある。

○シラバスをもう少し減らすべきである。コピー用紙

削減よりも先決である。

○如何に法令を遵守しているかを、もう少し、地域に

公言すべきである。

○長崎大学には環境を考えている学生サークルが多く

ある。そのような学生が考えている環境への取り組

みに興味を持ち、もっと支援してもらえたら、様々

な環境へのアプローチができるのではないかと思う。

２００７年６月３日 毎日新聞
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環境報告書 Vol．４ ２００８年５月３０日

《ISO１４００１認証取得》

長崎大学生活協同組合は、２００４年１月２８日に ISO１４００１認証取得をいたしました。
当時、大学生協単独での取得は全国初であり、同時に取得した鹿児島大学生協、佐賀大学生協とともに全国
の大学生協の認証取得に向けた活動の草分けとなりました。
長崎大学生協は、組合員とともに環境保全活動を推進し、環境配慮に貢献できる学生を育成することで「長
崎大学環境配慮の方針」の実現に貢献し、社会的に価値ある存在になりたいと願っています。

7 長崎大学生活協同組合との連携
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専務理事（常勤役員）�

内部環境監査員�

環境管理責任者� 環境管理委員会�

ＩＳＯ事務局�

総務部�文教食堂�文教店�

《環境方針》

長崎大学生協は、組合員の意志によって作られました。長崎大学生協の役割は、協同互助の精神に基づき
民主的運営により組合員の生活の文化的経済的改善向上を図ることを目的としています。
環境保全活動が商品、サービス、及びすべての活動の基礎的な取り組みであると認識し、可能な範囲にお

いて、目的・目標を設定し、見直す枠組みを与え、環境保全活動を以下のとおり、継続的改善と汚染の予防
を推進します。

�環境側面に関係する法規制、条例、その他受け入れを決めた要求事項を遵守します。
�長崎大学生協文教キャンパス施設において、電気、ガス、水の使用料削減、廃棄物の削減、リサイクル活
動をすすめます。

�環境保全活動を推進するため、環境マネジメント推進組織を整備し、全職員が活動できるようにします。
�内部環境監査を実施し、自主管理による環境マネジメントシステムの維持向上に努めます。
�環境教育、内外の公表を行い、全職員の環境方針の理解と環境に関する意識の向上を図ります。

＝＝環境方針はパンフレットなどを作成し、長崎大学生協内外に広く公表します。＝＝

２００８年２月１３日
長崎大学生活協同組合 専務理事 山下 毅

《環境管理体制組織図》

《２００７年度活動記録》
・環境管理委員会（６／１２、７／１０、８／６、９／１８、１０／１５、１１／１３、１１／３０、１２／６、１２／２６、１／１６、

２／１３）
・内部環境監査（１１／２０）
・一般教育（１１／６、１１／２６、１２／３）
・管理者研修（１２／６）
・初期研修（随時）
・定期サーベイランス（１／８）
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■ ガス料金（円）

《環境目標》 （環境マネジメントプログラムより）

１．電力の使用量削減
�照明器具の適切な管理による節電
�エアコンの温度管理による節電
�コピー機やパソコンの適切な管理による節電
�手順書に基づいて運用管理

２．ガスの使用量削減
�エアコンの適切な管理による削減
�エアコンの温度管理による削減

３．水の使用料削減
�手順書に基づいた運用管理

４．生ゴミ廃棄の削減
�手順書に基づいた運用管理

５．弁当容器のリサイクル率アップ
�リサイクルの組合員への広報
�内部作業として売れ残り弁当容器のリサイクル
�より効果的な回収方法の検討と実施

《２００７年度の取り組み状況》

１．電力の使用量削減
文教キャンパスの生協施設の電気使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。

照明、コピー機、パソコン、エアコンの適切な管
理により、２００７年度は２００５年度の２％の削減を目
標にしていました。

昨年度の合計数値からは減少させていますが目標
数値に達していません。
環境管理委員会で確認しているプログラムでは是
正処置までは行わない許容範囲内ではありますが、
今後の取り組み方について議論が必要な状況です。

２．ガスの使用量削減
文教キャンパスの生協施設のガス使用量を削減し、
環境負荷の軽減と同時に施設のコスト抑制に貢献
することを目的に、取り組んでいます。測定数値
は文教店のエアコンの都市ガス使用です。

エアコンの適切な管理により、２００７年度は２００５年
度の２％削減を目標にしていました。

温度管理をしながらエアコンの調整をしています
が、暑い日が多く、稼働時間が長かったことも増
加の要因です。
請求料金でしか、数値が取れない状況があります。
ガス料金の高騰も考慮できていません。

数値の把握と目標値の設定の再検討が必要な状況
です。
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2005年度合計　　9,804m3�
2006年度合計　 11,357m3�
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2007年度合計　8,893m3�
目標値の9.1％削減�
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■ デポジット弁当容器回収（個）

３．水の使用量削減
文教食堂で使用する水の使用量の削減に２００６年度
から新たに取り組み始めました。
２００７年度は２００５年度の３％削減を目指すことで取
り組みました。

「蛇口を開けたままにしない」「食器洗浄機の運
用管理」など、厨房内での細かな取り組みが数字
に反映してきています。

４．生ゴミ廃棄の削減
文教食堂は生ごみ廃棄量が年間１００トン未満であ
り、食品リサイクル法の適用は
受けませんが、自主的に生ゴミ削減の取り組みを
開始しました。

目標の設定を単純に０６年度の１０％削減として取り
組み始めましたが、ミールカードでの客数増で食
数が大幅に増え、最初から目標を大きくオーバー
してしまう事態となりました。７月に目標数値の
あり方を変えましたが、再度、目標設定の検討が
必要です。

食数を考慮した目標設定が必要ではないかと環境
管理委員会での議論が深まっています。

５．弁当容器のリサイクル
生協オリジナル弁当の容器を回収し、別用途での
再利用を図ることにより、ゴミの量を軽減するこ
とを目的に取り組んでいます。

２００４年度は回収方法・再利用方法を調査・検討す
る段階を目標としてスタートし、２００５年１月より、
丼類の弁当容器の回収を開始しました。
０５年３月～０６年２月の回収状況は累計で回収率
２８％でした。

回収率は５０％を越えるところまで来ました。
組合員の認知が上がってきています。また、環境
系サークルが店内にリサイクル推進のポスターを
掲示するなど、組合員参加型の活動が始まってい
ます。

今後は、回収方法、回収場所の新たな検討が必要
となっています。
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2005年度合計　22,225kg�
2006年度合計　21,180kg

2007年度合計　18,880kg

■ 段ボール回収量（�）６．その他
環境プログラムとして設定していませんが、ダン
ボール回収・再利用（全体）
コピー用紙利用削減（文教食堂）も引き続きデー
タを取りながら活動しています。

その他、カップ自販機紙カップのデポジットによ
る回収やペットボトル回収の取り組みをおこなっ
ています。

長
崎
大
学
生
活
協
同
組
合
と
の
連
携

NAGASAKI UNIVERSITY 65



記載事項等の手引き
環境報告ガイドライン（２００７年版）

による項目
長崎大学環境報告書２００７

目次

［１］事業活動に係る環境
配慮の方針等

（告示第２の１）

［１］基本的項目
BI‐１経営責任者の緒言
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐１事業活動における環境配慮の方針）

学長緒言

長崎大学環境配慮の方針

［２］主要な事業内容、対
象とする事業年度等

（告示第２の２）

［１］基本的項目
BI‐２報告にあたっての基本的要件
BI‐３事業の概況（経営指標を含む）

はじめに
１ 活動概況

［３］事業活動に係る環境
配慮の計画

（告示第２の３）

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
（BI‐４‐２事業活動における環境配慮の取組に関する
目標、計画及び実績等の総括）

２ 環境配慮の計画と実績の要約

［４］事業活動に係る環境
配慮の取組の体制等

（告示第２の４）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１環境マネジメントの状況
（MP‐１‐２環境マネジメントシステムの状況）

３ 環境マネジメントシステム
・環境配慮の取組の経緯
・組織体制

［５］事業活動に係る環境
配慮の取組の状況等

（告示第２の５）

［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた
取組の状況

OP‐１総エネルギー投入量及びその低減対策
OP‐２総物質投入量及びその低減対策
OP‐３水資源投入量及びその低減対策
OP‐４事業エリア内で循環的利用を行っている物質量

等
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量
OP‐６温室効果ガスの排出量及びその低減対策
OP‐７大気汚染、生活環境に係る負荷量及びその低減

対策
OP‐８化学物質の排出量、移動量及びその低減対策
OP‐９廃棄物等総排出量、廃棄物最終処分量及びその

低減対策
OP‐１０総排水量等及びその低減対策
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐６グリーン購入・調達の状況
MP‐８環境に配慮した輸送に関する状況

５ 環境負荷及びその低減に向け
た取組の状況

・環境影響の全体像
・環境負荷の状況
・環境負荷の低減に向けた取組
の状況

［６］製品・サービス等に
係る環境配慮の情報

（告示第２の６）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐１２環境負荷低減に資する製品・サービスの状況
［３］事業活動に伴う環境負荷及びその低減に向けた

取組の状況
OP‐５総製品生産量又は総商品販売量

４ 環境の保全に関する教育研究
活動

・環境教育活動
・環境研究活動
・国際連携活動
・産学官連携活動
・地域連携活動

［７］その他
（告示第２の７）

［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐２環境に関する規制の遵守状況
MP‐１０環境コミュニケーションの状況

６ 学生の自主活動
７ 長崎大学生活協同組合との連

携

事業者の創意工夫により充
実が望まれる項目

［１］基本的項目
BI‐４環境報告の概要
BI‐５事業活動のマテリアルバランス
［２］環境マネジメント等の環境経営に関する状況
MP‐３環境会計情報
MP‐４環境に配慮した投融資の状況
MP‐５サプライチェーンマネジメント等の状況
MP‐７環境に配慮した新技術、DfE 等の研究開発の状

況
MP‐９生物多様性の保全と生物資源の持続可能な利用

の状況
MP‐１１環境に関する社会貢献活動の状況
［４］環境配慮と経営との関連状況
［５］社会的取組の状況

環
境
報
告
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
と
の
対
照
表

環境報告ガイドライン等との対照表
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